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1 Introduction
前回の講義ノートでは、静学モデルにおける需要関数として、下記を導出した。

ln qi = αi + εiy ln
( y
P

)
+

N∑
k=1

ε∗
ki ln pk + ei.

この式では、補償需要の代替効果を推計可能であるため、パラメターの経済学的解釈が容

易であり、かつ推計もデータさえあれば簡単である。しかしながら、上式に対応するデー

タを見つけることは容易ではない。家計レベルの消費データでは、通常は数量の情報が存

在しない。総務省「家計調査」のような詳細な家計簿に基づくデータであったとしても、

例えばアイスクリームに対して一か月にいくら支出したかはわかっても、そこにいくつ何

個のアイスクリームが含まれているか、どの程度異なるアイスクリームを買ったかは通

常、わからない。また、たとえわかっても、それが高級アイスクリームなのか、特売で購

入した格安品なのかも多くの場合不明である。これは家計調査に基づいてしづどでとぴが作成
される物価指数においても同様である。支出金額から数量に関する情報を得る際、支出総

額をなんらかの価格で割り、「実質化」し、それを数量情報とみなすことが広く行われて

いる。そして、効用関数や物価指数に対してある種の仮定をおくと、デフレートにより得

られた「実質」消費を数量指数とみなすことが可能になるが、そのような変換をせずに済

む式のほうが推計上では有利である。物価指数計測においては、通常は数量ではなく支出

シェアを用いる公式が用いられている。需要関数においても、一般に利用不可能な数量で

はなく、支出シェアに関する関数として表記可能であれば便利であろう。支出シェアを用

いる第二の利点は、家計や企業レベルデータで一般に観察される、規模による異質性の影
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響を緩和できることにある。年収〵〰〰〰万円の家計と〵〰〰万円の家計をサンプルに含むと、
家計の規模により需要量の違いがほとんど説明できてしまうが、シェアにすると、そうし

た一次の規模効果は消えることになる。

より根源的な問題は、上記の式は、価格弾力性と所得弾力性が常に一定であると仮定し

ていることにある。これは非常に強い仮定であり、往々にして棄却されてしまう。たとえ

ば、ミカンやリンゴの所得弾力性が〱であると仮定しよう。この場合、年収〵〰〰万の家計と
比較して、年収〲〰〰〰万の家計のみかん消費量は〴倍、年収〱億の家計の場合は〲〰倍になる
が、これは非現実的であろう。理論的にも一定の所得弾力性というのは問題がある。ある

財の所得弾力性が〱を超えていると、所得を無限大に増加させていくと、その財への支出
額は所得総額を超えてしまい、予算制約式を満たさなくなる。したがって、大域的に所得

弾力性が〱を超えることはありえない。また、標準的なミクロ経済理論に従うと、需要関
数は所得と価格に関してゼロ次同次でなければならない。したがって、パラメータ間で制

約が必要になる。また、対数を用いることで、数量や価格、所得がゼロになることを排除

している点が挙げられる。これは、対数を用いるモデルは、非常に細かい商品レベルの高

頻度データの描写には適さないことを意味している。

価格弾力性や所得弾力性が一定でない場合、上記の推計式より一般的な、柔軟な需要関

数を考える必要があるが、需要が効用最大化行動から導かれていると考える場合、仮定し

ている需要関数が効用最適化と整合的である必要があり、勝手な関数形を仮定すると、経

済理論に反したものになる危険性があるのである。上記の式に様々な変数を追加していく

際、各変数およびその係数の背後にどのような効用関数を想定しているのか、最適化行動

の諸条件と整合的であるかを常に意識する必要があるのである。ミクロ理論との整合性

を確保する一つの確実な手法は、効用関数を単純なコブ・ダグラス型やぃぅこから開始し、
それらを徐々に一般化していき、そこから需要関数を導出することであろう。効用関数に

よる定式化が複雑であれば、双対性を用い、支出〨費用〩関数を用いて需要関数を導出する
ことも可能であろう。取り扱い可能な限界まで一般化された支出関数を用い、そこから導

かれる需要関数の推計を行うことは確かに可能である。しかしながら、支出関数や効用関

数がぃぬはびづつ てはひねで描写できるとは限らないし、たとえ可能であっても、そこからぃぬはびづつ
てはひねで需要関数を解き切ることができるとは限らない。解析的に需要関数を導き出す作
業は、少しでも支出関数を一般化させようとすると、すぐに前に進めなくなる。

ミクロの家計理論と整合的な形で、より「柔軟」かつTractableな需要関数として、こ
れまで多くの提案がなされてきたが、今日最も広く用いられているのは、いづちぴはの ちのつ
きふづぬぬぢちふづひ 〨〱〹〸〰〩によるぁぬねはびぴ ぉつづちぬ いづねちのつ こべびぴづね 〨ぁぉいこ〩およびその拡張であ
るあちのにび づぴ ちぬ〮 〨〱〹〹〷〩によるけふちつひちぴどっ ぁぬねはびぴ ぉつづちぬ いづねちのつ こべびぴづね 〨けさぁぉいこ〩であ
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る。これは、特定の支出関数を仮定するのではなく、「任意」の支出関数に対する需要関

数を考えるものである。観察不可能な真の支出関数は、凹性や一次同次性のような理論的

要請の他に、二回連続微分可能であるという制約はつくものの、原則、どのような形状で

あっても構わない。その真の支出関数を、ある点において二次の近似を与える関数で近

似し、それに対応する需要関数を考えるのである。近似する関数は、十分に沢山のパラ

メターを有する、柔軟〨うぬづへどぢぬづ〩である必要がある。どんな支出関数〨二回連続微分可能に
限定されるが〩にも対応する需要関数がぁぬねはびぴ ぉつづちぬ いづねちのつ こべびぴづねなのである。無論、
ぁぉいこがよい近似になるのはあくまで局所的なものであり、大域的〨ぇぬはぢちぬ〩な近似にはな
らないことには留意する必要がある。しかし、二次の近似というのは経済学的には強い意

味がある。支出関数の一回微分は補償需要関数であり、その微分は補償需要の傾きにな

る。すなわち、ぁぉいこの需要関数は、需要関数の水準と傾きの二点において、〨連続微分可
能であれば〩どんな支出関数にも対応する一般的なものとなっているのである。ぁぉいこの局
所性という限界の一部については、あちのにび づぴ ちぬ〮 〨〱〹〹〷〩により拡張され、所得の二次項が
含まれるけさぁぉいこが提案されている。便利なこごぁごぁ っはつづが提供されていることもあり、
けさぁぉいこは、今日ではオリジナルのぁぉいこよりも活用される機会が増えている。本講義ノ
ートでは、ミクロ経済理論の基本を振り返りながら、ぁぉいこおよびけさぁぉいこ等の需要シス
テムおよびその推計に関わる諸問題について議論する。

2 ミクロ経済理論の復習

下記の効用最大化問題を考える。

max
q
u (q)

s.t.
∑

piqi ≤ y

単純化のため、ここでは常にユニークな内点解があることにしよう。この仮定により、シ

ェファード・マッケンジーの補題など、双対性に伴う様々な性質が使えることになる。

ぐくこデータのように、取引のない、すなわち数量がゼロになるような観察値を含むデー
タには使うことができなくなるが、商品単位ではなく、カテゴリー単位の支出データであ

ればそれほど強い制約にはならないだろう。ミクロ経済理論に基づく方程式をカテゴリー

単位で扱うことに抵抗を感じるかもしれないが、前回の講義ノートで議論したように、効

用関数が弱分離可能でカテゴリー単位で効用がまとまっており、かつそのカテゴリー単位

の効用関数がホモセティックである場合は、カテゴリー単位の数量指数を効用関数とみな
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すことが可能になり、カテゴリー単位での支出金額と価格指数からカテゴリー需要を導く

ことが可能になる。さて、効用最大化問題をラグランジュ関数を用いて描写すると、

max
q,λ

L (q, λ) = u (q) + λ
(
y −

∑
piqi

)
一階条件は

∂u (q)
∂qi

= piλ,

y =
∑

piqi

求められた需要関数をqi (p, y)とすると、∑
piqi (p, y) = y.

上式はp, yに関する恒等式であり、pjとyで微分すると、次の方程式が常に成立する。

qj (p, y) +
m∑

i=1
pi
∂qi (p, y)
∂pj

= 0,

m∑
i=1

pi
∂qi (p, y)

∂y
= 1.

双対問題を考えると、支出〨費用〩関数は

E (u, p) = min
q

∑
piqi

s.t.u (q) ≥ u

ラグランジュ関数を考えると、

min
q,µ

L =
∑

piqi − µ (u (q) − u)

一階条件は

pj = µ
∂u (q)
∂qj

,

u (q) = u

この解は補償需要であり、

qi = hi (u, p)
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定義より、

E (u, p) =
∑

pihi (u, p)

pjで微分すると、
∂E (u, p)
∂pj

= hj (u, p) +
∑

i

pi
∂hi (u, p)
∂pj

ところで、定義より、

u (h (u, p)) = u

これはu, pに関する恒等式だから、価格に関して微分しても等式が成立せねばならない。

すなわち、右辺は価格に依存していないので、右辺の価格微分はゼロになる。

m∑
i=1

∂u (q)
∂qi

∂hi (u, p)
∂pj

= 0

支出最小化の一階条件より、

m∑
i=1

pi

µ

∂hi (u, p)
∂pj

= 0

したがって、 ∑
pi
∂hi (u, p)
∂pj

= 0

これは、シェファード・マッケンジーの補題、すなわち、

∂E (u, p)
∂pj

= hj (u, p)

を意味する。

次に、間接効用を

V (p, y) = u (q (p, y))

と定義すると、所得で微分することで、下記を得る。

∂V (p, y)
∂y

=
m∑

i=1

∂u (q)
∂qi

∂qi (p, y)
∂y

=
m∑

i=1
piλ

∂qi (p, y)
∂y

= λ
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この結果のため、効用最大化問題のラグランジュ乗数は所得の限界効用とも呼ばれる。一

方、間接効用関数を価格に関して微分すると、

∂V (p, y)
∂pj

=
m∑

i=1

∂u (q)
∂qi

∂qi (p, y)
∂pj

= λ

m∑
i=1

pi
∂qi (p, y)
∂pj

= λ (−qj)

これから、ロワの恒等式と呼ばれる、

− ∂V (p,y)
∂pj

∂V (p,y)
∂y

= qj (p, y)

を得ることができる。

次に、支出関数の対数微分を考えよう。すなわち、

∂ lnE (u, p)
∂ ln pj

を考える。一般に、f (x)、ln x = zとすると、x = exp (z)であり、

d ln f (x)
d ln x = x

f (x)
df (x)
dx

と、fのxに関する弾力性となる、したがって、支出関数の対数微分は

∂ lnE (u, p)
∂ ln pj

= pj

E (u, p)
∂E (u, p)
∂pj

= pjhj (u, p)
E (u, p)

となる。これは、総支出に占める第j財の支出シェアである。これは、支出関数があると

き、その対数微分により支出シェアを求めることが可能であることを意味する。

3 柔軟な関数

ぁぉいこの特徴は、どんな支出関数に対しても二次の近似になるような、柔軟な関数を用
いることであった。ここでは関数の柔軟性、うぬづへどぢどぬどぴべについて議論する。二つの関数
f と f∗ : Rn

++ → R++を考える。どちらも二回連続微分可能性を仮定する。われわ
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れは、任意の関数f∗の近似として、x∗ ∈ Rn
++における局所的な二次の近似を与える関

数fを知りたい。f が∗ の二次の近似を与えるためには、

f (x∗) = f∗ (x∗) 〨〱〩

∇f (x∗) = ∇f∗ (x∗) 〨〲〩

∇2f (x∗) = ∇2f∗ (x∗) 〨〳〩

が成立せねばならない。各条件で課される方程式の数は、 〨〱〩は〱つ。 〨〲〩はn次元なの
でn個。〨〳〩はnなのでn2である。ここで、さらに f と f∗のいずれも連続微分可能性

を仮定するとすはふのでの定理が成立するため、∇2f (x∗)は対称行列になる。したがって、
n× n行列であることを考慮すると、〨〳〩の制約の数は、 n(n+ 1)/2である。したがって、
制約の数は全部で1 + n+ n(n+ 1)/2である。例えば、実対称行列Aを用い、

f (x) = α0 + a′x+ 1
2x

′Ax 〨〴〩

という関数f (x)を考えれば、自由なパラメターの数は1 + n+ n(n+ 1)/2となる。具体的
な対応は、〨〱〩〭〨〳〩を実際に計算することにより、

a0 + a′x∗ + 1
2x

∗′Ax∗ = f∗ (x∗)

a+Ax∗ = ∇f∗ (x∗)
A = ∇2f∗ (x∗)

とすれば、パラメターの数と同数の連立方程式となり、A, a, a0を得ることが可能である。

すなわち、任意の二回連続微分可能な関数f∗ (x)は、(4)で定義された関数f (x)により二
階まで近似可能となっている。*1

経済学では、効用関数や生産関数において、f∗ (x)に対して一次同次性が仮定されるこ
とが多い。選好関係のホモセシティは所得拡張経路が原点を通る直線になるという特殊な

状況であったが、支出関数や費用関数は、価格に関する一次同次性を特殊な仮定なしに満

たす。価格がすべて二倍になれば、同一の効用水準を得るには二倍の所得が必要になるの

は自明であろう。すなわち、支出関数を用いる場合、全ての二回連続微分可能な関数を考

*1 柔軟な関数に関しては阿部修人 (2023)が詳しく説明している。
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えるのではなく、あくまで二回連続微分可能な一次同次関数の中に限定することができ

る。すなわち、関数f (x)が近似せねばならない関数の範囲を狭くすることが可能である。
ところが、一次同次性をみたす関数を二階まで近似する関数f (x)を見つけることはそれ
ほど自明ではない。例えば、(4)の関数形のままで一次同次性を課すと

a0 = 0, A = 0
f (x) = a′x

となってしまうが、これだと〨〳〩も〨〱〩も満たさなくなる。すなわち、(4)の形では経済学上
意味のある近似にはならないのである。

関数f∗ (x)が一次同次であるとき、一階、および二階の微係数については、下記の制約
を課すことができる。すなわち、任意のx ∈ Rn

++ に関して、

x′∇f (x) = f (x) 〨〵〩

∇2f (x)x = 0 〨〶〩

∇2f (x) =
[
∇2f (x)

]′ 〨〷〩

なお、上の制約の導出には、オイラーの公式より、n次同次関数を一回微分はn− 1次同
次になる性質を利用している。制約の数は、それぞれ1, n, n(n− 1)/2である
さて、二回連続微分可能な一次同次関数、f と f∗ : Rn

++ → R++を考えよう。する

と、両関数とも(5) − (7)を満たす。さらに、f が f∗ の二階の近似になるためには、

∇f (x∗) = ∇f∗ (x∗) 〨〸〩

∂2f (x∗)
∂xi∂xj

= ∂2f∗ (x∗)
∂xi∂xj

てはひ 〱 ≤ i < j ≤ n 〨〹〩

を満たさねばならない。必要な制約の数は、それぞれnとn(n − 1)/2、すなわち、
n + n(n − 1)/2 = n (n+ 1) /2である。なお、∇f (x∗) = ∇f∗ (x∗)であれば、両関数と
も一次同次であるため、∇f (x∗)x∗ = ∇f∗ (x∗)x∗ = f (x∗) = f∗ (x∗) となっているこ
とに注意されたい。また、(9)は対角成分を除外している。これは、非対角成分が定まり、
かつ、∇2f (x∗)x∗ = ∇2f (x∗)x∗ = 0が成立していれば、そこから対角成分もまた決定
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されるためである。したがって、(5) − (7)を満たす関数fが、(8)と、(9)を満たすとき、
f∗のx∗における二階の近似となる。

4 Translog型支出関数
柔軟な関数としてよく用いられるのはごひちのびぬはで型関数である。具体的には、一次同次性
を保証する下記のパラメター制約が課されているごひちのびぬはで型関数を考えよう。

lnE (p, u) = α0 +
n∑

i=1
ai ln pi + 1

2

n∑
i=1

n∑
k=1

aik ln pi ln pk + b0 ln u+
n∑

i=1
bi ln pi ln u+ 1

2b00 (ln u)2

aik = aki,
n∑

i=1
ai = 1,

n∑
k=1

aik = 0,
n∑

i=1
bi = 0

ここで、観察不能な効用水準uを含む項を捨象し、変数名をpからxに変えると、

ln f (x) = α0 +
n∑

i=1
ai ln xi + 1

2

n∑
i=1

n∑
k=1

aik ln xi ln xk

aik = aki,
n∑

i=1
ai = 1,

n∑
k=1

aik = 0,

これが任意の関数f∗ (x)の二階の近似になることを示すには*2、グラディエントと

ヘシアンを並べて両者を一致させるようにaik, ai, a0を選択することが可能であるこ

とを示す必要がある。この証明は、ぃとひどびぴづのびづの づぴ ちぬ〮 〨〱〹〷〱〩で与えられている。な
お、パラメターの数は、ai及びa0が1 + n個。aikがn

2個であるが、総和に関する制約よ

り、ai及びa0はn個となる。また、対称性の仮定よりn (n− 1) /2個、及びn個がなくなり、
n2−n (n− 1) /2−nとなる。両者の和はn2−n (n− 1) /2 =

(
n2 + n

)
/2 = n (n+ 1) /2で

あり、一次同次関数に関する二階の近似のために必要かつ十分な数のパラメターが存在し

ている。

うぬづへどぢぬづ関数は、このほかにも下記のけふちつひちぴどっ きづちの はて くひつづひ rが知られている。

*2 今回は、一次同次性の制約は課しているが、制約を課さずに二階の近似になることを示すことも、もちろ

ん可能である。これは、物価指数理論において重要な役割を果たす。
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f (p) =
(

n∑
i=1

n∑
k=1

aikp
r/2
i p

r/2
k

)1/r

aij = aji, r ̸= 0

この関数は、フィッシャー指数やしちぬびと指数の経済学的解釈の際に用いられる。なお、
けふちつひちぴどっ きづちの はて くひつづひ rでr = 1のとき、すなわち、

f (p) =
n∑

i=1

n∑
k=1

aikp
1/2
i p

1/2
k

aik = aki

のケースはぇづのづひちぬどぺづつ がづはのぴどづて ぃはびぴ うふのっぴどはのと呼ばれる有名なものであり、いどづぷづひぴ
〨〱〹〷〱〩はこの支出関数をもとに需要関数を導出している。もっとも、柔軟な関数に基づ
く需要分析は、いどづぷづひぴ 〨〱〹〷〱〩によるものよりも、次に説明するぁぬねはびぴ ぉつづちぬ いづねちのつ
こべびぴづねのほうがこの分野における標準となっている。

5 Almost Ideal Demand System (AIDS)
いづちぴはの ちのつ きふづぬぬぢちふづひ 〨〱〹〸〰〩によるぁぉいこは下記の支出関数〨対数〩を仮定する。

lnE (u, p) = u ln b (p) + (1 − u) ln a (p)

ln a (p) = α0 +
∑

αk ln pk + 1
2
∑

k

∑
m

γ∗
km ln pk ln pm

ln b (p) = ln a (p) + β0
∏

k

pβk

k

この、b(p)関数の仮定は一見不自然に思われるかもしれないが、後で、支出関数の価格
に関する微分、すなわちシェファード・マッケンジーの補題を用いることで、この仮定の

意味はわかるだろう。

なお、対応する〨対数〩間接効用は下記のようになる。

lnV (p, y) = ln y − ln a (p)
ln b (p) − ln a (p)

ぁぉいこが想定する支出関数と間接効用関数の形状は単純であるが、それらに対応する直
接効用関数の形状を導き出すのは容易ではなく、少なくとも筆者はみたことがない。すぐ
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にわかるように、 ln a (p)はごひちのびぬはで型であり、価格ベクトルpに関してうぬづへどぢぬづになって
いる。そのため、任意の支出関数の形状に対する二次の近似となるので、特に支出関数の

関数形に〨局所的には〩こだわる必要はない。
効用水準が0のときの支出はln a (p)であり、1の時の支出がln b (p)となる。支出関数に
おける効用の水準そのものには意味はなく、相対的な大きさのみが問題になる。なぜな

ら、効用水準そのものは単調増加変換によって、需要関数を不変に保ちつつどんな値にも

なりうるためである。効用のとりうる最小値を0、最大値を1としても、実質的には強い制
約にはならない。いづちぴはの達は効用水準0を極めて低い水準の効用と仮定し、 ln a (p)を生
存水準支出と解釈している。

前にみたように、〨対数〩支出関数を対数微分すると、支出シェアwiになるはずである。

すなわち、

lnE (u, p) = ln a (p) + u (ln b (p) − ln a (p))

= α0 +
∑

k

αk ln pk + 1
2
∑

k

∑
m

γ∗
km ln pk ln pm + uβ0

∏
k

pβk

k

ωi = ∂ lnE (u, p)
∂ ln pi

= αi + 1
2
∑

k

γ∗
ki ln pk + 1

2
∑

k

γ∗
ik ln pk + βiuβ0

∏
k

pβk

k

= αi +
∑

k

γki ln pk + βiuβ0
∏

k

pβk

k

γki = 1
2 (γ∗

ki + γ∗
ik)

ところで、

uβ0
∏

k

pβk

k = lnE (u, p) −

(
α0 +

∑
αk ln pk + 1

2
∑

k

∑
m

γ∗
km ln pk ln pm

)

したがって、物価指数Pを

lnP = α0 +
∑

k

αk ln pk + 1
2
∑

k

∑
m

γ∗
km ln pk ln pm 〨〱〰〩

と定義すると、

uβ0
∏

k

pβk

k = lnE (u, p) − lnP
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したがって、

ωi = αi +
∑

k

γki ln pk + βi (lnE (u, p) − lnP )

= αi +
∑

k

γki ln pk + βi (ln y − lnP )

= αi +
∑

k

γki ln pk + βi

(
ln y

P

)
これが、ぁぉいこによる支出シェアで表現された需要関数〨システム〩である。b(p)として
奇妙な関数形が出てきたが、その形状により所得効果が自然に導出されていることがわか

るだろう。また、数量ではなく支出シェアの関数とすることにより、数量の情報が必要な

くなること、名目所得を物価指数Pで割っていることから、実質所得の関数となっている

こと、さらにその物価指数がごひちのびぬはでで与えられ、柔軟になっていること、等が直ちにわ
かる。支出関数が価格に関して一次同次関数であること、および二回連続微分可能の仮定

から、パラメターには下記の制約が課せられる。

∑
i

αi = 1,
∑

k

γki = 0,
∑

i

βi = 0∑
i

γki = 0, γki = γik

各制約は、支出関数が価格に関して一次同次であり、二階連続微分可能という理論的要

請から導かれる。

5.1 1. 加法性制約（Adding-up restriction）

∑
i

αi = 1

解釈：すべての財の支出シェアの合計が常に1になることを保証する。家計が全所得を全
財に支出するという予算恒等式（ぢふつでづぴ づへとちふびぴどはの）から直接導かれる*3。

*3 α0は集計しないことに注意されたい。
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5.2 2. 加法性制約（γに関する部分）

∑
i

γki = 0 (∀k)

解釈：各価格pkの変化に対する全財の支出シェアの反応の合計が0になることを保証する。
価格項がシェア合計に影響を与えないよう、加法性を維持するための制約（

∑
wi = 1 が

価格に依存せず恒等的に成り立つ）。

5.3 3. 加法性制約（βに関する部分）

∑
i

βi = 0

解釈：実質所得ln(m/P )の変化に対する全財の支出シェアの反応の合計が0になることを
保証する。所得効果の合計がゼロとなり、シェア合計が常に〱を保つための制約。

5.4 4. 一次同次性制約（Homogeneity restriction）

∑
k

γki = 0 (∀i)

解釈：すべての価格と名目所得が同率で変化した場合（実質所得は不変）、各財の支出シ

ェアが変化しないことを保証する。需要関数が価格・所得に関して次数〰の同次性を持つ
ための条件。

5.5 5. 対称性制約（Symmetry restriction）

γki = γik

解釈：こぬふぴびにべ代替行列が対称であることを保証する。財iの価格変化が財kの需要に与え
る効果と、その逆効果が等しくなる（代替・補完関係の整合性）を意味する。
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これらの制約をすべて課すことで、ぁぉいこモデルは理論的に整合性を持ち、推定結果が
経済学的に意味のあるものになる。したがって、推定の際にはこれらの制約を課すことが

望ましい*4。

ぁぉいこはうぬづへどぢぬづ関数から導出されているものの、あくまで、ある一点における二次の
近似である。支出シェアの関数に出てくる係数は一定であるが、これらはあくまで局所的

なものであることに注意する必要がある*5。なお、後述するように所得弾力性や価格弾力

性そのものは、支出シェアに依存するために家計間で一定にはならない。

6 AIDSの推計とIterated Linear Least Squares Estimator

6.1 Stone IndexとMeasurement Unit

ぁぉいこの推計の際、物価指数をシェア方程式に代入し、各財iに関して、

ωi = αi − βiα0 +
∑

k

γki ln pk + βi

(
ln y −

∑
αk ln pk − 1

2
∑

k

∑
m

γ∗
km ln pk ln pm

)

で、パラメターを残差が正規分布に従うと仮定し最尤法、あるいは非線形最小二

乗〨ぎがこさげ〩法、ぇきき等で解くことになる。各財に関して上記の方程式があるので、
通常は、価格が地域間で異なることを利用した地域間、あるいは異なる時点間、あるいは

両者とも用いた価格と支出シェアのデータを用いて推計される。

上記の方程式は複雑な非線形連立方程式であり、多数の財がある場合は推定が著しく困

難になる。そのためいづちぴはの ちのつ きふづぬぬぢちふづひ 〨〱〹〸〰〩は、より簡素な物価指数を用いるこ
とで推計を単純にできることを指摘しており、今日でも、それら単純化された式が用いら

れることがある。ただし、α0は定数項の一部となっており、需要システムからは一般に

識別不可能である。*6α0は、価格が〱の時に必要な最小限の支出、いわゆる生存支出とみ
なすことも可能である。そこで、いづちぴはの ちのつ きふづぬぬぢちふづひ 〨〱〹〸〰〩は、観察される所得の
最小値、もしくはそれよりも若干小さい値を仮定し、最適化の際には外生とみなすことを

提案している。ぁぉいこの推計を行う際には、今では便利なこごぁごぁのコードが利用可能であ

*4 これらに加え、支出関数の価格に関する凹性を課す必要もあるが、これを課して推定することは通常はと

ても困難である。

*5 AIDSは複数財の需要関数を推計する際の標準であり、AIDSを用いた分析は大量にある。松田 (2001)は
コンサイスでまとまった日本語による解説である。筆者による阿部修人 et al. (2026)は2024年秋以降の
米価格上昇を扱った分析であり、AIDSシステムを実践する際には参考になるだろう。

*6 Deaton and Muellbauer (1980)は識別が困難、と書いているが、α0を識別するには需要システム以外

の情報が必要である。詳しくはAbe and Sato (2026)を参照されたい。
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る*7。

いづちぴはの ちのつ きふづぬぬぢちふづひ 〨〱〹〸〰〩のように、物価指数を下記のこぴはのづ どのつづへと呼ばれる単
純化されたものを用いたぁぉいこ推計は今日でもたまに行われる。

lnP =
N∑

k=1
ωk ln pk

すなわち、価格指数は、その支出シェアの加重算術平均で定義されている。この場合、

推計式は、定数項を単純化させた場合は、

ωi = αi +
∑

k

γki ln pk + βi

(
ln y −

N∑
k=1

ωk ln pk

)

と、価格に関する線形方程式となり、推計は線形連立方程式という、とても簡単な式と

なる。ただ、この場合、ぁぉいこモデルは、価格の計測単位、ねづちびふひづねづのぴに依存してしま
う、という大きな問題を有している。これは深刻な問題なので、きはびっとどのど 〨〱〹〹〵〩に即し
て、少し説明しよう。いま、数量がすべてアメリカ式のポンドとガロンで測られている、

すなわち、牛乳は一ガロンの価格、牛肉や豚肉は〱ポンドの価格で表示されているとしよ
う。いま、単位を〱リットルと〱〰〰グラムに変化させたとする。データは共通であり、支
出シェアは不変であるが、価格の単位のみが変化し、新たな価格を pk = θkpkで表すとす

る。すると、

ωi = αi +
∑

k

γki ln pk + βi

(
ln y −

N∑
k=1

ωk ln pk

)

αi = αi +
∑

k

γki ln θk − βi

N∑
k=1

ωk ln θk

となる。このとき、αiは支出シェアの関数となり、定数項ではなくなってしまう。その

ため、線形ぁぉいこモデルで推計を行う場合、その需要システムの推計結果は、価格の単位
に依存してしまう、という非常にこまった性質を有してしまうのである。なお、非線形の

物価指数を用いる場合は

lnP = α0 +
∑

k

αk ln pk + 1
2
∑

k

∑
m

γ∗
km ln pk ln pm

*7 Poi (2012)のコードは、後で触れるQUAIDSに対応し、システム推計も可能な便利なものである。
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となり、新たに

α0 = α0 +
∑

αk ln θk + 1
2
∑

k

∑
m

γ∗
km ln θk ln θm

αi = αi +
∑

k

γki ln θk

となり、今度は、α0もαiも支出シェアに依存せず、定数項のままである。したがって、定

数項を推計する場合は、計測単位の変更は弾力性の推計結果に影響を与えない。もっと

も、前述のように、α0を、価格が〱の時に必要な最小限の支出、いわゆる生存支出とみな
し、観察される所得の最小値よりも若干小さい値を仮定した場合は、非線形推計を行う場

合でも、やはり計測単位に依存してしまう。これがどの程度深刻な問題を作るか否かは、

今後検証していかねばならないものである。こぴはのづ ぉのつづへを用いた推定は線形であるため
容易に計算可能であるが、後述するあぬふのつづぬぬ ちのつ げはぢどの 〨〱〹〹〹〩 ぉぴづひちぴづつ がどのづちひ がづちびぴ
こぱふちひづび ぅびぴどねちぴはひ 〨ぉががぅ〩による推計のほうがこぴはのづ ぉのつづへを用いるものよりも多くの点
で優れているため、今後はこぴはのづ ぉのつづへを用いた推計は減っていくと思われる。

6.2 ILLE by Blundell and Robin (1999)

実際にぁぉいこモデルを推計する際には、名目所得として家計所得ではなく、総支出額を
利用することが多い。これは、支出シェアを足し合わせると〱になり、予算制約のもとで
は総支出と整合的に需要体系を記述できるためである。しかし、理論的には家計は消費と

貯蓄を同時に決定しているので、総支出は単なる外生変数ではない。とくに動学的な家計

行動を背後に考えるならば、総支出額は家計の最適化行動の結果として決まり、需要方程

式の誤差項と相関しうる。したがって、総支出をそのまま説明変数として用いると、推定

結果には内生性バイアスが生じる。

このため、ぁぉいこの実証分析では、総支出に対して操作変数を用いることが一般的であ
る。来期に価格上昇が見込まれれば、今期は貯蓄を取り崩してでも支出総額を増やすだろ

うし、選好の分離可能性を仮定して食料総支出に対する需要システムを考える場合は、エ

ンゲル係数は食料価格の関数であることを考えると、食料総支出は内生変数になるだろ

う。そのような場合は、たとえば、所得、所得の二乗、世帯属性と所得の交差項、あるい

は資産保有や就業状態に関する変数など、総支出には影響するが当該財の需要方程式の撹

乱項とは独立であると考えられる変数を用いて、総支出の内生性に対処する。したがっ

て、ぁぉいこの推計は、単に非線形な需要体系を解けばよいという問題ではなく、総支出の
内生性をどのように扱うかという計量経済学的問題を同時に含んでいる。また、価格も家
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計属性により異なることが考えられる。例えば、小売店から遠く離れた地域に住む人は、

通信販売を多用し、送料込みのより高い価格で購入する傾向があり、一方、地方に住んで

いることにより、特定の商品への支出シェアが大きい、あるいは小さい傾向があるかもし

れない。そのような時には価格に内生性問題が生じ、誤差項と相関を持つことで推定結果

にバイアスが生じる可能性がある。

コンピューターの計算力が向上している現在では、こうした内生性を考慮しつつ、対数

総支出やその二乗項を含む巨大な非線形連立方程式を、操作変数法やぇききによって推計
することは原理的には可能である。しかし、財の種類が多い場合には計算負担が非常に大

きく、実際上はきわめて困難である。

このような状況のもとで、財の種類が多いときにこぴはのづ ぉのつづへを用いず推計する手法と
して、あぬふのつづぬぬ ちのつ げはぢどの 〨〱〹〹〹〩は、ぉぴづひちぴづつ がどのづちひ がづちびぴ こぱふちひづび ぅびぴどねちぴはひ 〨ぉががぅ〩
を提唱している。この論文の重要な点は、ぁぉいこにおける価格指数部分の非線形性を処理
するだけでなく、総支出や価格の内生性を考慮した操作変数推定の枠組みも含めて議論し

ていることである。すなわち、ぁぉいこの推計において問題となるのは、価格指数の非線形
性と総支出・価格の内生性であり、あぬふのつづぬぬ ちのつ げはぢどの 〨〱〹〹〹〩はその双方を視野に入れ
た大規模需要体系の推定法を提示している。

ぁぉいこの支出シェア方程式は

wih = αi +
n∑

j=1
γij ln pjh + βi ln

(
xh

Ph

)
+ uih,

ただし

lnPh = α0 +
n∑

j=1
αj ln pjh + 1

2

n∑
j=1

n∑
k=1

γjk ln pjh ln pkh

である。ここで非線形性は、 ln(xh/Ph) の中に、未知パラメター α0, αj , γjk が入ってい

ることから生じている。

ぉががぅの基本的な着想は、ある反復段階 r において価格指数

lnP (r)
h

を所与とみなせば、支出シェア方程式は

wih = αi +
n∑

j=1
γij ln pjh + βi

(
ln xh − lnP (r)

h

)
+ uih
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となり、αi, γij , βi に関して線形になる、という点にある。したがって、この段階では通

常の線形回帰、あるいは総支出 ln xh の内生性を考慮するならば操作変数法により、各方

程式を推定することができる。

ここで重要なのは、ぁぉいこの支出関数

lnE(u, p) = (1 − u) ln a(p) + u ln b(p)

を特徴づけるパラメターのうち、α0 を除く αi, γij , βi は、支出シェア方程式の係数とし

て直接現れるため、条件付き線形回帰の推定値から更新可能であるという点である。すな

わち、反復 r における線形あるいはぉざ推定から

α̂
(r)
i , γ̂

(r)
ij , β̂

(r)
i

が得られれば、それを用いて次の反復で用いる価格指数を

lnP (r+1)
h = α0 +

n∑
j=1

α̂
(r)
j ln pjh + 1

2

n∑
j=1

n∑
k=1

γ̂
(r)
jk ln pjh ln pkh

として更新できる。すなわち、前回のシェア方程式推定から得られたパラメターを価格指

数に代入し、その新しい価格指数を用いて再び線形回帰を行うのである。

このとき、α0 は支出シェア方程式には独立には現れないため、通常は正規化あるいは

外生的な与件として扱われる。したがってぉががぅでは、α0 を除く支出関数のパラメター

が、シェア方程式の推定値と整合的になるまで反復を続けることになる。より具体的に

は、 lnP (r)
h を用いて推定した係数から再構成した lnP (r+1)

h が、十分小さな誤差の範囲

で lnP (r)
h と一致するまで、(

α̂(r), γ̂(r), β̂(r)) 7→ lnP (r+1) 7→
(
α̂(r+1), γ̂(r+1), β̂(r+1))

という更新を繰り返す。収束時には、シェア方程式を推定して得られるパラメターと、そ

れらから構成される価格指数とが相互に整合的になっている。この意味でぉががぅは、非線
形ぁぉいこシステムを、価格指数を逐次更新しながら一連の線形ぉざ回帰として解く方法だと
理解できる。

操作変数を用いる場合にも考え方は同じである。たとえば ln xh が内生的であるなら、

各反復段階で

ln xh = z′
hπ + vh

という第一段階を考え、zh を操作変数ベクトルとして用いた線形ぉざ推定により

wih = αi +
n∑

j=1
γij ln pjh + βi

(
ln xh − lnP (r)

h

)
+ uih
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を推定する。その結果得られた α̂
(r)
i , γ̂

(r)
ij , β̂

(r)
i により価格指数を更新し、再び同じぉざ推

定を行う。したがってぉががぅは、単なる非線形最小二乗の近似ではなく、各反復で内生性
を考慮したぉざ推定を組み込むことのできる反復アルゴリズムである。
なお、物価指数の初期値にはこぴはのづ ぉのつづへを用いることをがづっはっぱ ちのつ げはぢどの 〨〲〰〱〵〩は
推奨している。非線形の需要体系を直接推計する場合には、通常は〴〕〵程度のカテゴリ
ーにとどまることが多いが、あぬふのつづぬぬ ちのつ げはぢどの 〨〱〹〹〹〩は〲〲カテゴリーの推計を行って
いる。この手法は、複雑な非線形性と内生性を同時に扱いながら、大規模なぁぉいこ需要
体系を推計することを可能にした点で特に重要である。この推定に必要なこごぁごぁのコー
ドはがづっはっぱ ちのつ げはぢどの 〨〲〰〱〵〩が提供しており、多数のカテゴリーを含むデータを扱う
場合には、こぴはのづ ぉのつづへを用いる簡易推計よりも、このあぬふのつづぬぬ ちのつ げはぢどの 〨〱〹〹〹〩によ
るぉががぅの利用が望ましいと言えるだろう。

6.3 推定されたパラメターと各種弾力性

ぉががぅ や非線形推定によって

α̂i, γ̂ij , β̂i

が得られたとき、これらは支出シェア方程式の係数そのものであるが、通常、需要分析で

関心があるのは所得弾力性や価格弾力性である。ぁぉいこ の利点の一つは、推定されたパラ
メターと観察された支出シェアから、それらの弾力性を明示的に計算できる点にある。

ぁぉいこ の支出シェア方程式を

wi = αi +
n∑

j=1
γij ln pj + βi ln

( x
P

)
と書こう。ただし

wi = piqi

x

であるから、通常需要は

qi = wix

pi

と表される。したがって

ln qi = lnwi + ln x− ln pi

である。よって、各種弾力性は、まず支出シェア wi の微分を求め、それを用いて導出す

ることができる。
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まず、総支出 x に関する微分を考える。価格を固定すると、

∂wi

∂ ln x = βi

であるから、
∂ ln qi

∂ ln x = 1
wi

∂wi

∂ ln x + 1 = 1 + βi

wi
.

したがって、ぁぉいこ における総支出弾力性は

ηi = 1 + βi

wi

となる。推定値を用いると、

η̂i = 1 + β̂i

ŵi

である。ここで ŵi には、各観察値の実際の支出シェアを用いてもよいし、標本平均シェ

ア w̄i を用いて代表的家計における弾力性を計算してもよい。

次に、価格弾力性を求めよう。価格 pj に関して微分すると、ぁぉいこ では価格指数 P も

pj に依存するため、
∂wi

∂ ln pj
= γij − βi

∂ lnP
∂ ln pj

となる。ここで、ぁぉいこ の価格指数は支出関数から導かれているので、シェファードの補
題より

∂ lnP
∂ ln pj

= wj

が成立する。したがって
∂wi

∂ ln pj
= γij − βiwj .

この式を用いると、マーシャル需要 qi の非補償価格弾力性は

εM
ij = ∂ ln qi

∂ ln pj
= 1
wi

∂wi

∂ ln pj
− δij = − δij + γij

wi
− βi

wi
wj

となる。ただし δij はクロネッカーのデルタであり、i = j のとき 〱、 i ̸= j のとき 〰 で
ある。したがって、自己価格弾力性は

εM
ii = −1 + γii

wi
− βi,

交差価格弾力性は

εM
ij = γij

wi
− βi

wi
wj (i ̸= j)

〲〰



である。

さらに、スルツキー方程式

εH
ij = εM

ij + wjηi

を用いれば、補償価格弾力性は

εH
ij = − δij + γij

wi
+ wj

となる。すなわち、ぁぉいこ では補償価格弾力性もまた、推定された γij と観察された支出

シェア wi, wj から直接再現できる。

以上を推定値で書けば、

ε̂M
ij = − δij + γ̂ij

ŵi
− β̂i

ŵi
ŵj ,

ε̂H
ij = − δij + γ̂ij

ŵi
+ ŵj ,

η̂i = 1 + β̂i

ŵi

となる。

弾力性は一定ではなく、評価するベクトルに依存する。たとえば、弾力性を各観察値ご

とに計算してから平均をとる、あるいはある種の「平均」支出シェアを用いて「代表的家

計」に対する弾力性を計算することも考えられる。前者は家計間の異質性を反映できる一

方、後者は結果の報告が簡潔になるという利点がある。いずれの場合も、ぁぉいこ の推定係
数そのものは直ちに弾力性ではなく、推定された βi, γij と支出シェア wi を組み合わせ

て初めて弾力性が得られることに注意する必要がある。

7 集計問題

ぁぉいこや需要関数の初期の文献では、家計間の集計問題に多くのスペースが割かれてい
る。そこでは、家計レベルではなく産業レベルや市場レベルの情報しか観察できないと

き、その集計量から家計レベルの構造パラメータをどこまで識別できるか、という問題が

中心的であった。

この集計問題を考えるうえで出発点となるのが、ぇはひねちの 〨〱〹〵〳〩 による需要の集計可
能性の理論である。ぇはひねちの の原論文は、与えられた個人効用配分を達成するのに必要な
最小の総消費ベクトルの集合である っはねねふのどぴべ どのつど〛づひづのっづ びふひてちっづ と、与えられた総
消費ベクトルのもとで達成可能な個人効用配分のフロンティアである ふぴどぬどぴべ ばはびびどぢどぬどぴべ
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びふひてちっづ との一意対応という幾何学的言葉で集計可能性を特徴づけている。経済的含意に
富む美しい議論が展開されるが、その証明は平易とは言いがたい。他方で、その経済学的

含意はより素直に述べることができる。すなわち、市場で観察される集計需要が、所得分

布そのものではなく総所得のみに依存する代表的個人の需要関数として表現できるのはど

のような場合か、という問いである。

以下では、この問題を二つの軸に沿って整理する。第一の軸は、何を集計するかという

軸である。 Gorman 型集計可能性では、市場需要そのものが総所得のみに依存する代表
的個人需要として表現できることを要求するのに対し、 Generalized Linear 〨ぇが〩 集計
では、需要全体ではなく平均支出シェアが単一の代表的支出水準を通じて表されることの

みを要求する。この意味で、ぇはひねちの 型集計可能性の方が ぇが より強い要請である。
第二の軸は、ぇが のもとで代表的支出水準にどこまで追加的な制約を課すかという軸で

ある。一般の ぇが では代表的支出水準は価格や所得分布に依存する複雑な関数でありう
るが、 Price Independent Generalized Linear 〨ぐぉぇが〩 ではそれが価格から独立である
ことを要求する。さらに、Price Independent Generalized Logarithmic 〨ぐぉぇがくぇ〩 は、
ぐぉぇが の中でも対数型の表現をもつ重要な特殊ケースである。

ぇはひねちの ぐはぬちひ うはひね は、代表的個人需要が成立するための古典的かつ本質的な条件で
あり、今日でも集計問題を理解するうえで中心的な役割を果たす。他方で、ぇが や ぐぉぇが
の必要条件の厳密な証明は技術的に煩雑であり、本講義ノートの主眼である需要システム

の実証的利用からはやや離れるため、ここではその経済的含意と実践的意義に焦点を当て

る。

7.1 Gorman 型需要と Gorman polar form

ぇはひねちの の定理の核心は、異質な家計を許しても、市場需要が所得分布 (y1, . . . , yH)
そのものではなく総所得

Y =
H∑

h=1
yh

のみに依存する代表的個人需要として表現できるのはどのような場合か、という点にあ

る。

この問題を述べる際には、二つの水準を区別するのが有用である。第一は、需要関数そ

のものについての条件であり、各家計のマーシャル需要が所得に関してアフィンで、しか

もその傾きが家計間で共通であるという意味での Gorman 型需要である。第二は、その
ような需要体系が積分可能であるときに対応する 支出関数の双対表現であり、これが通
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常 Gorman polar form と呼ばれる。
本稿ではまず需要側の条件を命題として述べ、その後で、積分可能性のもとでこれが支

出関数の ぇはひねちの ばはぬちひ てはひね と同値であることを述べる。

命題 1 〨ぇはひねちの 型需要と代表的個人需要〩. 異質な家計を許すある選好クラス C を考え
る。このとき、C に属する任意の経済について、市場需要が所得分布 (y1, . . . , yH) では
なく総所得

Y =
H∑

h=1
yh

のみに依存する代表的個人の需要関数

X(p,y) = xR(p, Y )

として常に表現できるための必要十分条件は、各家計のマーシャル需要が

xh(p, yh) = ah(p) + b(p)yh

と書け、しかも b(p) が家計間で共通であることである。
なお、需要関数の価格・所得に関するゼロ次同次性より ah(p) は価格に関して零次同
次、 b(p) は価格に関して −1 次同次である。

Proof. まず十分性を示す。各家計 h の需要が

xh(p, yh) = ah(p) + b(p)yh

で与えられ、しかも b(p) がすべての家計で共通であるとする。このとき市場需要は

X(p,y) =
H∑

h=1
xh(p, yh) =

H∑
h=1

ah(p) + b(p)
H∑

h=1
yh

であるから、

X(p,y) = A(p) + b(p)Y, A(p) :=
H∑

h=1
ah(p),

と書ける。したがって市場需要は所得分布 (y1, . . . , yH) そのものには依存せず、総所得
Y のみの関数として

xR(p, Y ) := A(p) + b(p)Y

と表現できる。
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次に必要性を示す。市場需要が任意の所得分布についてつねに

X(p,y) = xR(p, Y )

と書けると仮定する。価格 p を固定し、二つの家計 h ̸= h′ の間で総所得を不変に保つ微

小再分配

dyh = ε, dyh′ = −ε

を考える。総所得 Y は不変だから、市場需要も不変でなければならない。したがって任

意の財 i について

0 = dXi =
(
∂xih(p, yh)

∂yh
− ∂xih′(p, yh′)

∂yh′

)
ε

である。よって
∂xih(p, yh)

∂yh
= ∂xih′(p, yh′)

∂yh′

が任意の h, h′ と任意の所得水準について成り立つ。したがって、ある関数 bi(p) が存在
して

∂xih(p, yh)
∂yh

= bi(p)

と書ける。これを yh について積分すれば、

xih(p, yh) = aih(p) + bi(p)yh

を得る。財をまとめて書けば

xh(p, yh) = ah(p) + b(p)yh

であり、しかも b(p) は家計間で共通である。

命題 〱 は、代表的個人需要の存在条件を 需要関数の側から述べたものである。これに
対し、双対的な 支出関数の側では、積分可能性を仮定すると同じ内容は ぇはひねちの ばはぬちひ
てはひね として表現される。これを示する命題その証明に入る前に、積分可能性という単語
の意味を、数学的な意味も含めて簡単に説明しておこう。一般に、需要関数

x(p, y)

を先に書くことはできるが、それが本当にある効用関数の最大化、あるいは支出関数

E(p, u)
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の最小化から導かれているとは限らない。経済学では、与えられた需要体系がそのような

「背後にある目的関数」から導けるとき、その需要体系は積分可能であるという。

この言葉は、微分された情報を積み上げて、もとの関数に戻せることを意味している。

たとえば、支出関数 E(p, u) が存在すれば、ことづばとちひつ の補題により補償需要は

hi(p, u) = ∂E(p, u)
∂pi

と書ける。つまり、補償需要は支出関数の偏導関数である。逆に言えば、ある補償需要関

数 h(p, u) が与えられたとき、それが本当にどこかの支出関数の偏導関数として書けるか
どうかが積分可能性の問題である。

数学的には、あるベクトル値関数

h(p, u) =
(
h1(p, u), . . . , hn(p, u)

)
が、あるスカラー関数 E(p, u) の勾配

∇pE(p, u)

になっているためには、単に連続であるだけでは足りず、混合偏導関数が一致すること、

すなわち
∂hi(p, u)
∂pj

= ∂hj(p, u)
∂pi

(i ̸= j) 〨〱〱〩

が必要になる。これは

hi = ∂E

∂pi
, hj = ∂E

∂pj

であるならば、
∂hi

∂pj
= ∂2E

∂pj∂pi
,

∂hj

∂pi
= ∂2E

∂pi∂pj

となり、E が十分になめらかであれば

∂2E

∂pj∂pi
= ∂2E

∂pi∂pj

が成り立つからである。これが、偏導関数の対称性である。

より直観的に言えば、価格 pi を少し変え、その後で pj を少し変える場合と、先に pj

を変えてから pi を変える場合とで、最終的な支出の変化が一致しなければ、その需要体

系はひとつの支出関数から導かれたものとは言えない。どの順序で小さな変化を積み重ね

ても同じ結果になることが、「もとの関数に積分できる」ための条件なのである。
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経済学では、この対称性はスルツキー行列の対称性として現れる。したがって、積分可

能性とは単に技術的な条件ではなく、需要体系が一貫した最適化行動から導かれているこ

とを保証する条件だと理解できる。

以下の命題では、この積分可能性を仮定することで、需要関数の側で述べた ぇはひねちの
型需要の条件を、支出関数の側での ぇはひねちの ばはぬちひ てはひね に言い換える。

命題 2 〨積分可能性のもとでの ぇはひねちの ばはぬちひ てはひね〩. 命題 1 の需要体系が積分可能であ
るとする。このとき各家計の支出関数は

Eh(p, uh) = αh(p) + β(p)uh

という Gorman polar form をもつ。ただし β(p) は家計間で共通である。
さらに、支出関数の価格に関する一次同次性

Eh(tp, uh) = t Eh(p, uh) (∀t > 0)

より、

αh(tp) = t αh(p), β(tp) = t β(p)

が成り立つ。したがって αh(p) と β(p) はともに価格に関して一次同次である。

Proof. 命題 〱 により、各家計のマーシャル需要は

xh(p, yh) = ah(p) + b(p)yh

と書ける。ここで b(p) は家計間で共通である。
支出関数 Eh(p, uh) が存在するとき、補償需要は

xc
h(p, uh) = xh

(
p,Eh(p, uh)

)
で与えられるから、

xc
h(p, uh) = ah(p) + b(p)Eh(p, uh)

となる。

ことづばとちひつ の補題より
∇pEh(p, uh) = xc

h(p, uh)

が成り立つので、

∇pEh(p, uh) = ah(p) + b(p)Eh(p, uh)
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を得る。各成分で書けば

∂Eh(p, uh)
∂pi

= aih(p) + bi(p)Eh(p, uh), i = 1, . . . , n.

これは未知関数 Eh(p, uh) に関する 一次線形偏微分方程式である。すなわち、各方向
pi に関する微分が

∂pi
E = aih(p) + bi(p)E

という形で与えられており、右辺に E が一次で現れる。

次に、この方程式の可積分性条件を調べる。 Eh が C2 級であれば混合偏微分、すなわち

スルツキー行列の対称性より

∂pj
∂pi

Eh = ∂pi
∂pj

Eh

が成り立つ。上の偏微分方程式を代入すると

∂pj

(
aih(p) + bi(p)Eh

)
= ∂pi

(
ajh(p) + bj(p)Eh

)
すなわち

∂jaih + (∂jbi)Eh + bi

(
ajh + bjEh

)
= ∂iajh + (∂ibj)Eh + bj

(
aih + biEh

)
.

これが任意の Eh について成立するためには、係数比較により

∂jbi = ∂ibj

および

∂jaih + biajh = ∂iajh + bjaih

が必要である。

第一式より、ベクトル場 b(p) は回転がゼロであるから、定義域が単連結であれば、ある
スカラー関数 B(p) が存在して

∇B(p) = b(p)

と書ける。

ここで

µ(p) := exp(−B(p))

とおくと、

∇µ(p) = −µ(p)b(p)
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である。

この µ(p) を用いて元の偏微分方程式に積をかけると

∇
(
µ(p)Eh(p, uh)

)
= µ(p)ah(p)

となる。これは積の微分公式

∇(µE) = µ∇E + E∇µ

を用いて直接確認できる。

さらに上の第二の可積分条件は

∂j

(
µaih

)
= ∂i

(
µajh

)
を意味するので、ぐはどのっちひラ の補題より、ある関数 Ah(p) が存在して

∇Ah(p) = µ(p)ah(p)

と書ける。

したがって

∇
(
µEh

)
= ∇Ah(p)

より、

µ(p)Eh(p, uh) = Ah(p) + ch(uh)

となる。ここで ch(uh) は p に依存しない任意関数である。

ゆえに

Eh(p, uh) = eB(p)Ah(p) + eB(p)ch(uh)

と表される。

最後に

αh(p) := eB(p)Ah(p), β(p) := eB(p)

とおけば

Eh(p, uh) = αh(p) + β(p)ch(uh)

となる。

効用は順序のみが意味を持つため、単調変換により

ũh := ch(uh)

と再定義すれば、

Eh(p, ũh) = αh(p) + β(p)ũh

となり、ぇはひねちの ばはぬちひ てはひね を得る。
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この二つの命題を区別しておくと、ぇはひねちの の結果の意味が明確になる。命題 〱 は、
市場需要が総所得のみで代表できるための 需要側の必要十分条件であり、命題 〲 は、そ
の需要体系が積分可能であるときに対応する 双対的な支出関数表示である。したがっ

て、「ぇはひねちの 型需要」と「ぇはひねちの ばはぬちひ てはひね」は密接に関係するが、概念上は区別し
て述べる方がよい。

この命題の含意は明快である。集計需要が総所得だけで記述できるためには、追加的な

〱 単位の所得が誰に与えられても、その限界的な支出配分が同じでなければならない。
ぇはひねちの 自身もこの点を、【ちの づへぴひち ふのどぴ はて ばふひっとちびどので ばはぷづひ びとはふぬつ ぢづ びばづのぴ どの ぴとづ
びちねづ ぷちべ のは ねちぴぴづひ ぴは ぷとはね どぴ どび でどぶづの】 と述べている。これはまさに、個人別 ぅのでづぬ
曲線が同一価格の下で平行であることの経済学的意味である。

なお、ぇはひねちの ばはぬちひ てはひね

E(u, p) = a(p) + u b(p)

は、集計可能性の定理から導かれるだけでなく、各財のマーシャル需要の所得効果

∂xi(p, y)
∂y

が所得水準 y に依存しない、すなわち ぅのでづぬ 曲線が y に関して線形であることからも特

徴づけられる。この見方は、ぇはひねちの ばはぬちひ てはひね を「市場需要の集計可能性」の結果と
してだけでなく、「個人需要の所得方向の線形性」の双対表現として理解するうえで有用

である。

7.1.1 Gorman polar form の具体例：homothetic 選好と定数シフト CES
まず、とはねはぴとづぴどっ 選好は ぇはひねちの ばはぬちひ てはひね の最も基本的な特殊例である。

命題 3 〨支出シェアが支出水準に依存しない場合〩. すべての財について

ωi(y, p)

が支出水準 y に依存しないとする。このとき支出関数は

E(u, p) = u b(p) 〨〱〲〩

の形に限られる。

Proof. 支出関数 E(u, p) について、ことづばとちひつ の補題より

ωi(u, p) = ∂ lnE(u, p)
∂ ln pi

〲〹



が成り立つ。仮定より ωi は u に依存しないから、

∂

∂u

(
∂ lnE(u, p)
∂ ln pi

)
= 0 (∀i).

したがって ∂ lnE(u, p)/∂u は価格 p に依存しない。よってある関数 ϕ(u) と ψ(p) が存
在して

lnE(u, p) = ϕ(u) + ψ(p)

と書ける。指数を取れば

E(u, p) = h(u)b(p)

である。効用は順序のみが意味を持つので、効用指標の単調変換により h(u) = u と正規

化できる。したがって 〨〱〲〩 を得る。

とはねはぴとづぴどっ 選好のもとでは ぅのでづぬ 曲線は原点を通る直線となる。これに対し、 ぇはひ〭
ねちの 型需要では ぅのでづぬ 曲線はなお支出に関して線形であるが、一般にはゼロでない切
片をもつ。したがって、とはねはぴとづぴどっ 選好は ぇはひねちの ばはぬちひ てはひね の特殊ケースであり、
ぇはひねちの 型需要はそれを のはの〭とはねはぴとづぴどっ な方向へ拡張したものと理解できる。
その具体例として、定数シフトを伴う ぃぅこ 型効用関数を考えよう。

命題 4 〨定数シフト ぃぅこ と ぇはひねちの 型需要〩. 定数シフトを伴う CES 型効用関数

Uh(x) =

 N∑
j=1

(xj − ξh
j )

σ−1
σ

 σ
σ−1

〨〱〳〩

を考える。ここで σ > 0 は代替の弾力性、ξh
j は家計 h に固有の基準消費量を表す定数

である。

このとき各家計のマーシャル需要は

xh
j (p, yh) = ξh

j +
yh −

∑N
m=1 pmξ

h
m

P (p)
p−σ

j∑N
m=1 p

1−σ
m

, P (p) :=
(

N∑
m=1

p 1−σ
m

) 1
1−σ

, 〨〱〴〩

と書ける。したがって

xh(p, yh) = ah(p) + b(p)yh 〨〱〵〩

の形で

ah
j (p) = ξh

j −
∑N

m=1 pmξ
h
m

P (p)
p−σ

j∑N
m=1 p

1−σ
m

, 〨〱〶〩

〳〰



bj(p) = 1
P (p)

p−σ
j∑N

m=1 p
1−σ
m

〨〱〷〩

とおける。ここで ah(p) は零次同次、b(p) は −1 次同次であり、家計ごとの差異は切片項
ah(p) にのみ現れ、所得係数 b(p) は家計間で共通である。したがって、これは Gorman
型需要の具体例である。

Proof. 〨〱〳〩 において
zj := xj − ξh

j

とおくと、効用関数は通常の ぃぅこ  N∑
j=1

z
σ−1

σ
j

 σ
σ−1

に帰着する。一方、予算制約式は

N∑
j=1

pjxj = yh

であるから、
N∑

j=1
pjzj = yh −

N∑
j=1

pjξ
h
j

となる。したがって、zj については通常の ぃぅこ 需要

zj(p, yh) =
yh −

∑
m pmξ

h
m

P (p)
p−σ

j∑
m p 1−σ

m

が得られる。元の変数 xj = zj + ξh
j に戻せば 〨〱〴〩 を得る。

次に 〨〱〴〩 を yh について整理すると

xh
j (p, yh) =

[
ξh

j −
∑N

m=1 pmξ
h
m

P (p)
p−σ

j∑N
m=1 p

1−σ
m

]
+
[

1
P (p)

p−σ
j∑N

m=1 p
1−σ
m

]
yh.

よって 〨〱〵〩 が成り立ち、切片項と所得係数はそれぞれ 〨〱〶〩〬 〨〱〷〩 で与えられる。
さらに、価格を tp にスケールすると

P (tp) = tP (p), (tpj)−σ = t−σp−σ
j ,

∑
m

(tpm)1−σ = t1−σ
∑
m

p1−σ
m .

〳〱



したがって 〨〱〷〩 の右辺全体は t−1 倍されるから、 b(p) は −1 次同次である。また∑
m

(tpm)ξh
m = t

∑
m

pmξ
h
m

と P (tp) = tP (p) を用いると、〨〱〶〩 の第〲項は t に依存しない。よって ah(p) は零次同
次である。

以上より、〨〱〵〩 は ぇはひねちの 型需要であり、しかも ξh
j ̸= 0 によって のはの〭とはねはぴとづぴどっ

な切片を含む。

以上のように、とはねはぴとづぴどっ 選好も定数シフト ぃぅこ も、いずれも ぅのでづぬ 曲線が支出に
関して線形であるという意味で ぇはひねちの 型需要のクラスに属する。したがって、対応す
る支出関数は ぇはひねちの ばはぬちひ てはひね をもつ。
この線形性はとても強い仮定である。きふづぬぬぢちふづひ 〨〱〹〷〵〩 は、市場需要そのものでは
なく平均支出シェアの集計可能性に着目することで、より一般的な ぇづのづひちぬどぺづつ がどのづちひ
〨ぇが〩 形を導いた。

7.2 Muellbauer (1975) による GL と PIGL の必要十分条件

ぇはひねちの 型集計可能性の議論は、その後 きふづぬぬぢちふづひ 〨〱〹〷〵〩 によってより一般的な
Generalized Linear 〨ぇが〩 集計として拡張された。ここで要求される集計可能性の水準
は、ぇはひねちの ばはぬちひ てはひね より弱い。すなわち、市場需要そのものが総所得だけで表され
ることまでは要求せず、平均支出シェアが単一の代表的支出水準を通じて表されることを

要求する。以下で扱う ぇが モデルの議論は、市場需要ベクトルそのものではなく、平均
支出シェアの集計可能性を特徴づけるものである。

この節では、きふづぬぬぢちふづひ 〨〱〹〷〵〩 にしたがって、家計間集計の consistency problem を
考える。問題は、家計ごとの支出シェア関数

ωi(yh, p)

を支出額で加重平均して得られる市場全体の支出シェアが、再び同じ関数形を用いてある

代表的支出水準 y0 で評価したものとして書けるのはどのようなときか、というものであ

る。

価格ベクトル p = (p1, . . . , pn) ∈ Rn
++ を所与とし、家計 h = 1, . . . ,H の総支出を

yh > 0 とする。財 i の家計 h における支出シェアを

ωi(yh, p) := pix
h
i (p, yh)
yh

〳〲



と書く。市場全体の加重平均支出シェアを

ω̄i :=
∑H

h=1 yh ωi(yh, p)∑H
h=1 yh

〨〱〸〩

と定義する。また、総支出を

Y :=
H∑

h=1
yh 〨〱〹〩

と書く。

ここで考えたいのは、加重平均支出シェア ω̄i が、もとのミクロの支出シェア関数

ωi(y, p) を用いて
ω̄i = ωi(y0, p) (i = 1, . . . , n) 〨〲〰〩

と同時に書けるような y0 が存在するのはどのような場合か、という問題である。この y0

はぇはひねちの ぐはぬちひ ぃちびづのような単なる総支出〨総所得〩に限らず、より一般に、所得分布
(y1, . . . , yH) と価格ベクトル p の関数として定まる 代表的支出水準と呼ぶ。したがって、

〨〲〰〩 を満たす y0 = y0(y1, . . . , yH , p) が常に存在するかどうかが、この節の中心問題であ
る。

7.2.1 GL の必要性
ぇはひねちの ぐはぬちひ うはひねの拡張としてぇづのづひちぬどぺづつ がどのづちひ きはつづぬがある。以下の定理は代

表的支出水準が存在するなら支出シェア関数が ぇが 形であることが必要であることを示
す。

定理 1 〨ぇが の必要性〩. 任意の所得分布 (y1, . . . , yH) と価格ベクトル p に対して、 〨〲〰〩
を満たす代表的支出水準 y0 = y0(y1, . . . , yH , p) が存在するとする。このとき、あるスカ
ラー関数 v(y, p) と価格関数 Ai(p), Bi(p) が存在して、各財の支出シェアは

ωi(y, p) = v(y, p)Ai(p) +Bi(p), i = 1, . . . , n, 〨〲〱〩

と書ける。さらに
n∑

i=1
Ai(p) = 0,

n∑
i=1

Bi(p) = 1 〨〲〲〩

が成り立つ。

この証明はきふづぬぬぢちふづひ 〨〱〹〷〵〩で与えられている。それほど容易ではないが本格的に需
要システムの研究を進めたい者にはじっくりと読む価値はあると思われる。必要条件は困

難だが十分条件を示すことは比較的容易である。

〳〳



7.2.2 GL の十分性
定理 2 〨ぇが の十分性〩. 各財の支出シェアが GL 形 〨〲〱〩 を満たすとする。このとき、
〨〲〰〩 を満たす代表的支出水準 y0 が存在する。

Proof. 市場平均支出シェア ω̄i の定義 〨〱〸〩 に 〨〲〱〩 を代入すると

ω̄i =
∑

h yh

(
v(yh, p)Ai(p) +Bi(p)

)∑
h yh

.

Ai(p) と Bi(p) は家計 h に依存しないので、

ω̄i = Ai(p)
∑

h yh v(yh, p)∑
h yh

+Bi(p).

ここで

v̄ :=
∑

h yh v(yh, p)∑
h yh

〨〲〳〩

とおけば

ω̄i = Ai(p)v̄ +Bi(p).

もし v(·, p) が y に関して単調であれば、 v̄ に対応する y0 が存在して

v(y0, p) = v̄ 〨〲〴〩

と書ける。この y0 を 〨〲〴〩 によって定義すれば

ω̄i = Ai(p)v(y0, p) +Bi(p) = ωi(y0, p).

したがって 〨〲〰〩 が成り立ち、代表的支出水準が存在する。

7.2.3 GL と relative marginal share 条件の同値性
ぇが は、各財の支出シェアの支出微分の比が支出水準に依存しないという条件と同値で
ある。

定理 3 〨ぇが と ひづぬちぴどぶづ ねちひでどのちぬ びとちひづ 条件の同値性〩. 支出シェア関数が十分滑らかで
あるとする。このとき、次の二条件は同値である。

(i) GL 形
ωi(y, p) = v(y, p)Ai(p) +Bi(p)

が成り立つ。

〳〴



(ii) 任意の i, j について
∂

∂y

(
∂ωi(y, p)/∂y
∂ωj(y, p)/∂y

)
= 0 〨〲〵〩

が成り立つ。

Proof. まず 〨ど〩 ⇒ 〨どど〩 を示す。 ぇが 形より

∂ωi(y, p)
∂y

= Ai(p)
∂v(y, p)
∂y

,
∂ωj(y, p)

∂y
= Aj(p)∂v(y, p)

∂y
.

したがって
∂ωi/∂y

∂ωj/∂y
= Ai(p)
Aj(p) ,

右辺は支出水準 y に依存しない。よって 〨〲〵〩 が従う。
次に 〨どど〩 ⇒ 〨ど〩 を示す。 〨〲〵〩 より

∂ωi(y, p)/∂y
∂ωj(y, p)/∂y = Aij(p)

とおける。ここで Aij(p) は p のみの関数である。よって

∂

∂y

(
ωi(y, p) −Aij(p)ωj(y, p)

)
= 0.

したがって

ωi(y, p) −Aij(p)ωj(y, p) = Bij(p)

となる。基準財 j = r を固定すると

ωi(y, p) = Ai(p) v(y, p) +Bi(p)

と書ける。これは ぇが 形である。

7.2.4 GL と支出関数の形の同値性
きふづぬぬぢちふづひ 〨〱〹〷〵〩 の重要な点は、ぇが が単なる支出シェア方程式の関数形ではなく、
支出関数の形

E(u, p) = G(u,H(p))B(p)

と同値であることを示した点にある。

〳〵



定理 4 〨ぇが と支出関数の同値性〩. 個人が効用最大化行動を行い、支出関数 E(u, p) が存
在するとする。このとき、GL は次の支出関数形と同値である：

E(u, p) = G(u,H(p))B(p), 〨〲〶〩

ここで B(p) は価格に関して一次同次、H(p) は価格に関してゼロ次同次である。

この証明も容易ではない。きふづぬぬぢちふづひ 〨〱〹〷〵〩を参照されたい。

7.2.5 PIGL：代表的支出水準が価格に依存しない場合
ぇがでは代表的支出水準 y0 が価格ベクトル p に依存することを許容している。しかし、

実際に価格ベクトルに依存すると、集計需要を考える際に、代表的家計の所得〨総支出〩の
計算が著しく複雑になる。そこで代表的支出が価格に依存しない特殊ケースを考える。

これは ぇが の特殊ケースであり、きふづぬぬぢちふづひ 〨〱〹〷〵〩の命名に従いぐひどっづ ぉのつづばづのつづのぴ
ぇづのづひちぬどぺづつ がどのづちひ 〨ぐぉぇが〩 と呼ばれている。

定義 1 〨ぐぉぇが〩. ぇが 形 〨〲〱〩 のもとで、代表的支出水準 y0 が価格ベクトル p に依存せ

ず、所得分布 (y1, . . . , yH) のみの関数として定義できるとき、これを Price Independent
Generalized Linearity 〨ぐぉぇが〩 と呼ぶ。このとき ぇが 形は

ωi(y, p) = v(y)Ai(p) +Bi(p) 〨〲〷〩

と書ける。

定理 5 〨ぐぉぇが の必要十分条件〩. 各支出シェアが GL 形 〨〲〱〩 を満たすとする。このと
き、次の二条件は同値である。

(i) 代表的支出水準 y0 は価格ベクトル p に依存せずに定義できる。すなわち GL 形
は 〨〲〷〩 の形をもつ。

(ii) 支出シェアは、ある定数 ε を用いて、つぎのいずれかの形に限られる：

ωi(y, p) = yεAi(p) +Bi(p) (ε ̸= 0), 〨〲〸〩

または

ωi(y, p) = ln y Ai(p) +Bi(p). 〨〲〹〩

Proof. 〨ど〩 ⇒ 〨どど〩 のの証明は長いのでここでは省略する。きふづぬぬぢちふづひ 〨〱〹〷〵〩を参照され
たい。 〨どど〩 ⇒ 〨ど〩 を示すことは容易である。。どちらの形でも v は価格 p に依存しない。

〳〶



したがって、代表的支出水準 y0 は

v(y0) =
∑

h yh v(yh)∑
h yh

によって価格とは独立に定義できる。ゆえに ぐぉぇが が成り立つ。

7.2.6 PIGL / PIGLOG と支出関数の同値性
最後に、ぐぉぇが 〯 ぐぉぇがくぇ の支出シェア形が、それぞれ支出関数の特定の形と同値で
あることを示す。

定理 6 〨ぐぉぇが 〯 ぐぉぇがくぇ と支出関数の同値性〩. PIGL の power 形 〨〲〸〩 は支出関数

E(u, p) =
(
a(p)−ε + u b(p)−ε

)−1/ε (ε ̸= 0) 〨〳〰〩

と同値であり、PIGLOG 形 〨〲〹〩 は支出関数

E(u, p) = H(p)uB(p) 〨〳〱〩

と同値である。

Proof. ぇが の一般結果より、支出関数は 〨〲〶〩 の形

E(u, p) = G(u,H(p))B(p)

をもつ。したがって支出シェアは

ωi(u, p) = ∂ lnG(u,H(p))
∂ ln pi

+ ∂ lnB(p)
∂ ln pi

〨〳〲〩

と書ける。

■(a) power 形の場合 〨〲〸〩 と y = E(u, p) から

ωi(u, p) = E(u, p)εAi(p) +Bi(p)

である。これを 〨〳〲〩 に代入して整理すると、

∂ lnG(u,H(p))
∂ ln pi

= G(u,H(p))−εB(p)−εAi(p)

の形を得る。左辺は lnG の価格微分であり、右辺は G−ε に比例している。したがって

1
ε
G(u,H(p))ε = H(p) + F (u)

〳〷



と書ける。これを E(u, p) = G(u,H(p))B(p) に戻すと

E(u, p)ε = εB(p)ε
(
H(p) + F (u)

)
.

関数の再定義により、これは

E(u, p) =
(
a(p)−ε + u b(p)−ε

)−1/ε

と書ける。これが 〨〳〰〩 である。

■(b) PIGLOG の場合 〨〲〹〩 と y = E(u, p) から

ωi(u, p) = lnE(u, p)Ai(p) +Bi(p)

である。ここで

z := ∂ lnG(u,H(p))
∂u

とおく。きふづぬぬぢちふづひ の計算に従うと

∂ ln z
∂ ln pi

= Ai(p)

が従う。したがって

ln z = A(p) + F (u)

と書けるので
∂ lnG(u,H(p))

∂u
= eA(p)eF (u).

これを u について積分すると

lnG(u,H(p)) = u lnH(p) +K(p)

と書ける。K(p) は lnB(p) に吸収できるので

lnE(u, p) = u lnH(p) + lnB(p).

したがって

E(u, p) = H(p)uB(p),

すなわち 〨〳〱〩 を得る。
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7.3 nhCES は一般に GL でも PIGL でもない

ぇはひねちの ぐはぬちひ ぃちびづよりは一般的とはいえ、依然、ぇが 〯 ぐぉぇが は強い制約であること
には変わりはない。例えば、近年ぃはねどの づぴ ちぬ〮 〨〲〰〲〱〩などにより提唱されている、ぃぅこ効
用関数をノンホモセティックに拡張した効用関数、のとぃぅこはぇがでもぐぉぇがでもない。

のはの〭とはねはぴとづぴどっ ぃぅこ 〨のとぃぅこ〩 の標準的な支出シェア表現として、家計 h の財 i に対

する支出シェアが

wih(xh, p) =
αi(p)xηi

h∑n
j=1 αj(p)xηj

h

, i = 1, . . . , n,

と書ける場合を考える。ここで αi(p) > 0 は価格に依存する係数であり、 ηi は財ごとに

異なる所得弾力性パラメータを表す。非同次性は、一般に

ηi ̸= ηk (i ̸= k)

によって表現される。

他方、もしこの需要体系が ぇづのづひちぬどぺづつ がどのづちひ 〨ぇが〩 であれば、支出シェアは

wih(xh, p) = Vh(xh, p)Ai(p) +Bi(p) + Cih(p)

と書ける。したがって、所得 xh による微分は

∂wih(xh, p)
∂xh

= Ai(p)
∂Vh(xh, p)

∂xh

である。ゆえに、任意の二財 i, k について

∂wih(xh, p)/∂xh

∂wkh(xh, p)/∂xh
= Ai(p)
Ak(p)

となり、この比率は所得 xh に依存してはならない。したがって、これは ぇが であるため
の必要条件である。

そこで のとぃぅこ の支出シェアを微分すると、

∂wih(xh, p)
∂xh

= wih(xh, p)
xh

(
ηi − η̄h(xh, p)

)
,

ただし

η̄h(xh, p) :=
n∑

j=1
wjh(xh, p)ηj
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である。したがって、任意の二財 i, k について

∂wih(xh, p)/∂xh

∂wkh(xh, p)/∂xh
= wih(xh, p)
wkh(xh, p)

· ηi − η̄h(xh, p)
ηk − η̄h(xh, p)

.

さらに
wih(xh, p)
wkh(xh, p)

= αi(p)
αk(p)x

ηi−ηk

h

であるから、
∂wih(xh, p)/∂xh

∂wkh(xh, p)/∂xh
= αi(p)
αk(p)x

ηi−ηk

h · ηi − η̄h(xh, p)
ηk − η̄h(xh, p)

.

右辺は、一般に ηi ̸= ηk である限り、明らかに所得 xh に依存する。したがって、 ぇが の
必要条件

∂wih/∂xh

∂wkh/∂xh
が xh に依存しない

は満たされない。

ゆえに、のはの〭とはねはぴとづぴどっ ぃぅこ 〨のとぃぅこ〩 は、特殊な退化ケース

η1 = η2 = · · · = ηn

を除けば、一般には ぇづのづひちぬどぺづつ がどのづちひ 〨ぇが〩 ではない。さらに、ぐぉぇが は ぇが の特殊
ケースであるから、のとぃぅこ は同じ退化ケースを除けば一般には ぐぉぇが でもない。したが
って、のはの〭とはねはぴとづぴどっ ぃぅこ 〨のとぃぅこ〩 を家計レベルの選好として採用する限り、市場需
要を単一の代表的個人需要として厳密に集計することはできない。すなわち、のとぃぅこ の
下では代表的個人は一般には存在しない。この場合、マクロモデルを構築するには、代表

的家計を仮定するのではなく、個人レベルの選好を明示的に集計した異質家計モデルとす

る必要がある。

7.4 PIGLOGの意義

いま複数財の需要システムの分析を行うと仮定しよう。価格は全ての家計で同一と仮定

する。このとき、数量に関しては、市場レベルでの総需要の情報しかないと仮定しよう。

家計間で支出水準が異なっていることを許容すると、推計可能なもでははぇはひねちの ぐはぬちひ
うはひねのみである。むろん、ぃぅこなどのとはねはぴとづぴどっ効用関数はぇはひねちの ぐはぬちひ うはひねの一
種であり、一般にホモセティック選好は許容されるが、ノンホモセティック選好は非常に

限定された状況でしか市場レベルの情報からは推定できない。 ぐぉぇがくぇに拡張すると、
概念として代表的個人が存在すると想定することは可能になる。すなわち、代表的個人が
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存在するマクロモデルを構築し、の代表的個人の意思決定から得られる需要量が複数の家

計から構成される経済における市場均衡配分と一致するようモデル化することが可能であ

る。代表的個人の選好がわからず、推定することが必要な時には、しかしながら、市場レ

ベルの支出シェアを用いることは可能だが、代表的支出の計算は市場レベルの情報のみか

らは不可能であり、追加の情報か仮定が必要になる。その追加の情報は、えてして個票デ

ータから作成せねばならない。

もしも個票データが利用可能であれば、構造モデルを構築する際に、構造パラメターの

識別のために集計可能性を考慮する必要はなくなる。後述するように、たとえある家計グ

ループでの集計的な需要システムの推計を行う場合でも、個票データから推計に必要な情

報、対数をとったあとの総支出の加重平均やその分散を計算することで、推定が可能にな

る。具体的に説明しよう。

いま、推計モデルが下記で与えられるとする。

ωi = αi +
∑

k

γki ln pk + βi

(
ln y

P

)
データの集計量しかないと、私たちは上記の平均しか観察することができない。価格は

家計間で同一であると仮定し期待値オペレーターを用いると

E[ωi] = αi +
∑

k

γkiE[ln pk] + βiE[
(

ln y

P

)
]

となる。問題は右辺のE[
(
ln y

P

)
]である。おづのびづのの不等式よりE[ln y] ≤ ln(E[y])とな

り、マクロの集計量であるlnE[y]と一致しない。またその不一致は対数関数が凹関数であ
るため、システマティックな動きを示す。したがって、ぁぉいこモデルを集計量のみから推
計するとシステマティックなバイアスが推定量にかかることになる。しかし、いま個票デ

ーがあるなら、E[ln y]を個票から作成することが可能であり、モデルに対応した変数を得
ることが可能である。

7.5 PIGLOGとAIDS

前節までに見たように、きふづぬぬぢちふづひ の集計理論では、価格独立な代表的所得が存在す
る ぐひどっづ ぉのつづばづのつづのぴ ぇづのづひちぬどぺづつ がどのづちひ 〨ぐぉぇが〩 の特殊ケースとして、支出シェアが

wi(y, p) = Ai(p) log y +Bi(p)
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と表される PIGLOG が導かれる。このとき、支出シェアは所得の対数に対して線形であ
り、家計間の異質性を許しても、集計された市場シェアがなお整った形を保つという重要

な性質をもつ。

この ぐぉぇがくぇ の考え方は、いづちぴはの ちのつ きふづぬぬぢちふづひ 〨〱〹〸〰〩 による ぁぬねはびぴ ぉつづちぬ
いづねちのつ こべびぴづね 〨ぁぉいこ〩 の理論的出発点と密接に関係している。 ぁぉいこ では支出関数を

logE(u, p) = (1 − u) log a(p) + u log b(p)

と仮定する。これは、対数支出関数が二つの価格関数 log a(p) と log b(p) のあいだ
を、効用水準 u に応じて線形に補間する形になっていることを意味する。この形は、

きふづぬぬぢちふづひ の意味での ぐぉぇがくぇ っぬちびび に属する支出関数の具体的表現とみなすことが
できる。

実際、上式を価格で対数微分し、ことづばとちひつ の補題を用いると、支出シェアは

wi = ∂ logE(u, p)
∂ log pi

で与えられるから、 log a(p) と log b(p) の形に応じて log
(
y/P (p)

)
に線形なシェア方程

式が導かれる。 ぁぉいこ はさらに、

log a(p) = α0 +
∑

k

αk log pk + 1
2
∑

k

∑
m

γkm log pk log pm

という ぴひちのびぬはで 型価格関数を採用することにより、任意の支出関数に対する局所的な二
次近似という「柔軟性」と、ぐぉぇがくぇ 型の「対数実質支出に線形なシェア方程式」とを
両立させている。

したがって、ぁぉいこ は単に経験的に便利な需要システムではない。その背後には、
ぇはひねちの に始まり、きふづぬぬぢちふづひ によって ぇが〬 ぐぉぇが〬 ぐぉぇがくぇ として整理された集計
理論の系譜がある。もっとも、ぁぉいこ そのものは市場需要の厳密な集計可能性を直接仮定
するというより、 ぐぉぇがくぇ 型支出関数を特定の柔軟な価格関数で具体化した需要システ
ムである。この意味で、ぁぉいこ は集計理論の応用そのものというよりも、 ぐぉぇがくぇ の構
造を実証分析に適した形で具現化したモデルとして理解するのが適切である。

7.6 AIDSにおける市場集計量と分散情報

前節まで、ぁぉいこがぐぉぇがくぇ型支出関数に基づく理論的に整合的な需要システムである
ことを確認した。しかし、理論的整合性が保証されていても、実際の推計においては別の
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問題が生じる。ぁぉいこは家計レベルの選好から導出されているが、多くの場合、利用可能
なデータは家計個票ではなく市場単位の集計量である。このとき、集計データから家計レ

ベルの構造パラメターをどこまで回復できるか、という問題が生じる。

ぁぉいこの家計 h に対するシェア方程式を

ωih = αi +
∑

k

γik ln pk + βi (ln xh − lnP ) + uih 〨〳〳〩

と書こう。ここで xh は家計 h の総支出、P は共通の物価指数、uih は観察されない異

質性や測定誤差を表す撹乱項である。いま同じ市場に属する家計に対して価格ベクトル p

が共通であるとすると、家計間で変動するのは主として ln xh と uih である。

市場全体の総支出を

X :=
H∑

h=1
xh

とし、各家計の支出額シェアを

sh := xh

X

と定義する。すると、市場平均シェアは支出加重平均として

ω̄i :=
H∑

h=1
sh ωih =

∑H
h=1 xh ωih∑H

h=1 xh

〨〳〴〩

で与えられる。同様に、ln xh の支出加重平均を

ln x x :=
H∑

h=1
sh ln xh =

∑H
h=1 xh ln xh∑H

h=1 xh

〨〳〵〩

と書き、撹乱項の支出加重平均を

ū x
i :=

H∑
h=1

sh uih 〨〳〶〩

と書く。

このとき、〨〳〳〩 の両辺を sh で加重平均すると

ω̄i =
H∑

h=1
sh

[
αi +

∑
k

γik ln pk + βi (ln xh − lnP ) + uih

]
= αi +

∑
k

γik ln pk + βi

(
ln x x − lnP

)
+ ū x

i 〨〳〷〩
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を得る。したがって、平均式だけを見れば、ぁぉいこは市場レベルでも家計レベルと同じ係
数 αi, γik, βi をもつ線形シェア方程式として書ける。しかし、この平均式だけでは、家計

間の異質性は観察されない撹乱項の中に吸収されてしまう。したがって、その異質性が総

支出や属性変数と相関しているときには、平均式に基づく構造パラメターの推定は一般に

バイアスをもつ。

ここで強調したいのは、ぁぉいこ を市場レベルの集計量だけで推定しようとすると、本来
必要な説明変数がそのままでは観察できないという点である。実際、〨〳〷〩 に現れるのは

ln x x =
H∑

h=1
sh ln xh

であって、通常の市場統計から得られる

ln x̄, x̄ :=
H∑

h=1
shxh

ではない。対数関数は凹関数であるから、おづのびづの の不等式により

ln x x ≤ ln x̄

が成り立ち、両者は一般には一致しない。したがって、市場平均シェアを被説明変数と

し、説明変数として単純に ln x̄ を用いると、ぁぉいこ の理論式とはずれた回帰式を推定し
てしまうことになる。

しかし、このずれは 〲 次近似により市場内の分散情報を用いて補正できる。実際、
ln xh を平均支出 x̄ のまわりで 〲 次まで展開すると

ln xh ≈ ln x̄+ xh − x̄

x̄
− 1

2
(xh − x̄)2

x̄2

である。両辺を sh で加重平均すると、一次の項は消えるので、

ln x x ≈ ln x̄− 1
2

Varx(x)
x̄2 〨〳〸〩

を得る。ただし

Varx(x) :=
H∑

h=1
sh(xh − x̄)2

は支出加重分散である。
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これを 〨〳〷〩 に代入すると、

ω̄i = αi +
∑

k

γik ln pk + βi

(
ln x x − lnP

)
+ ū x

i

≈ αi +
∑

k

γik ln pk + βi (ln x̄− lnP ) − βi

2
Varx(x)
x̄2 + ū x

i . 〨〳〹〩

したがって、〲 次近似のもとでは、市場レベルで ぁぉいこ を推定する際の説明変数とし
て、通常の

ln x̄− lnP

に加えて、
Varx(x)
x̄2

を追加すればよいことになる。すなわち、推定式は

ω̄i = αi +
∑

k

γik ln pk + βi (ln x̄− lnP ) + δi
Varx(x)
x̄2 + εi 〨〴〰〩

の形で書け、ぁぉいこ の 〲 次近似に従えば係数には

δi ≈ −βi

2

という制約がかかる。

この式の意味は明確である。本来、集計データだけでは ln x x
が観察できないため、

ぁぉいこ の理論式をそのまま推定することはできない。しかし、市場内の支出分散が利用可
能であれば、おづのびづのの不等式によるずれを 〲次近似で補正できる。その結果、ln x̄− lnP
だけではなく、市場内の支出分散を表す追加変数

Varx(x)
x̄2

を回帰式に含めることで、市場集計量に基づく実行可能な ぁぉいこ 推定式を構成すること
ができるのである。

さらに、変動係数の二乗

CV 2
x := Varx(x)

x̄2

を用いれば、〨〴〰〩 は

ω̄i = αi +
∑

k

γik ln pk + βi (ln x̄− lnP ) + δiCV
2

x + εi 〨〴〱〩
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とも書ける。したがって、実証分析では、市場平均総支出だけでなく、その市場内分散な

いし変動係数も説明変数として加えることが、ぁぉいこ を集計量から近似的に推定するうえ
で重要になる。

なお、家計個票データそのものが利用できず、市場内の支出分散

Varx(x)

を直接計算できない場合であっても、支出分布に関する分位点情報が公表されていれば、

その情報から分散を近似的に点推定することが可能である。たとえば、十分に細かい分位

階級ごとの代表値または境界値が利用できる場合には、それらを用いて でひはふばづつ つちぴち と
して分布を近似し、平均と分散を復元できる。より粗い情報しかない場合でも、四分位点

や十分位点から、対数正規分布などのパラメトリック分布を仮定して分布のパラメターを

推定し、そこから Varx(x) を点推定することができる。したがって、家計個票が利用で
きない場合でも、分位点情報が入手可能であれば、市場平均総支出に加えて市場内分散を

近似的に回帰式へ組み込むことができ、ぁぉいこ の集計推定における おづのびづの の不等式によ
るずれを一定程度補正することが可能である。

7.7 ゼロ支出問題と集計による回避

ぁぉいこやけさぁぉいこのような需要システムは、通常、内点解を前提として双対性理論に基
づいて導出される。すなわち、ある効用水準を達成するための最小支出問題を考え、その

支出関数を価格で微分することで需要関数、あるいは支出シェア方程式を導く。このた

め、ある財への支出がゼロである場合、通常の意味でのシェファードの補題をそのまま適

用することはできず、双対性に基づく標準的な需要システムの導出は崩れる。したがっ

て、ゼロ支出は単なるデータ上の欠損や端点の問題ではなく、需要システムの理論的基礎

そのものに関わる問題である。

ゼロ支出への対処法としては、大きく分けて三つの考え方がある。第一は、クーン＝

タッカー条件に基づく方法である。これは、消費量の非負制約を明示的に組み込んだ効

用最大化問題を考え、内点解だけでなく端点解も含めて需要体系を導出する方法であり、

しちぬづび ちのつ しははつぬちのつ 〨〱〹〸〳〩 によって提示されている。第二は、未購入財に対して留保
価格（仮想価格）を導入する双対アプローチである。これは、観察されたゼロ支出を、そ

の財の市場価格が当該家計の留保価格を上回っている状態として解釈するものであり、

がづづ ちのつ ぐどぴぴ 〨〱〹〸〶〩 により提案された。これらを実際の需要システム推計に適用した
例として ぇはふぬつ づぴ ちぬ〮 〨〲〰〰〲〩 がある。第三は、購入するか否かという参加決定と、購入
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した条件のもとでの購入量決定とを分離して扱う二段階推定法であり、ことはのにぷどぬづひ ちのつ
すづの 〨〱〹〹〹〩 が代表的である。
クーン＝タッカー条件や留保価格に基づく方法の利点は、ゼロ支出を需要理論の内部で

扱っており、構造モデルと整合的である点にある。とくに、これらの方法では、端点解を

含む最適化問題から需要関数を導くため、支出関数や間接効用関数との対応が維持されや

すく、補償変分や等価変分といった厚生指標にも理論的な意味づけを与えやすい。しかし

その反面、未購入財に対応する留保価格を解かなければならず、さらにどの財が正に消費

され、どの財がゼロとなるかというレジームの切替を尤度評価に組み込む必要があるた

め、多数財の場合には計算負荷が非常に大きい。とりわけ、けさぁぉいこのように実質支出
項が非線形に入るモデルでは、この計算はさらに不安定になりやすい。

これに対して、ことはのにぷどぬづひ ちのつ すづの 〨〱〹〹〹〩 の二段階推定法は、第一段階で購入の有無
を、第二段階で購入量または支出シェアを推定するため、計算負荷が比較的小さいという

利点をもつ。しかし、この方法はゼロ支出を参加方程式と条件付き需要方程式に分解して

扱う誘導形的な方法であり、クーン＝タッカー条件や留保価格を明示的に通じて支出関数

から導かれたものではない。そのため、推定された需要体系が支出関数や間接効用関数と

どのように対応するかは自明ではなく、補償変分などの厚生指標を解釈するためには追加

の仮定が必要となる。

このように、ゼロ支出問題に対しては構造的に整合的な方法と計算上扱いやすい方法が

存在するが、両者のあいだには明確なトレードオフがある。本講義ノートでは、構造的

な整合性をできるだけ保ちつつ、現実の多数財データに対して計算可能な形でぁぉいこを適
用するため、家計単位のデータを属性別に集計するという方法を採る。具体的には、家

計を〨〱〩年齢（〶カテゴリー）、〨〲〩居住地域（〴カテゴリー）、〨〳〩等価消費（〵カテゴリー）
によって分割し、合計〱〲〰グループに集計する。こうしてグループ単位で支出を集計する
と、個々の家計ではしばしば観察されるゼロ支出が大幅に減少し、双対性に基づく需要シ

ステムを適用しやすくなる。

8 動学化

ぁぉいこを動学モデルに応用する試みには二種類あり、あぬふのつづぬぬ 〨〱〹〹〸〩のように、異時
点間に関して分離可能な効用関数を考え、ぁぉいこは各期における静学モデルとして推計
し、その推計結果をもとに一財モデルのぅふぬづひ方程式の推計に移行する二段階推計と、
かちひちでどちののどび づぴ ちぬ〮 〨〲〰〰〰〩のように、特に動学理論を考えず、シェア方程式の時間階差
をとる手法である。あぬふのつづぬぬの手法は標準的なミクロ経済理論に即したものであるが、
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かちひちでどちののどびの手法はマクロ時系列モデルに即し、シェアの時間階差のラグ項が被説明変
数に加えられており、ぁぉいこにあるミクロ経済学的な構造があいまいになっている印象を
うける。シェア方程式のちつ とはっな動学化はたまにみかけるものの、主流になっているとは
いいがたい。

動学モデルにはせずに、単純に時間階差をとることも考えられる。いづちぴはの ちのつ きふづぬぬ〭
ぢちふづひ 〨〱〹〸〰〩いに従い、下記のようなシェア方程式の階差を考えてみよう。

ωi = αi +
∑

k

γki ln pkt + βi

(
ln yt

Pt

)
+ uit

∆ωit =
∑

k

γki∆ ln pkt + βi∆
(

ln yt

Pt

)
+ uit − uit−1

∆ lnPt =
∑

αk∆ ln pkt + ∆
(

1
2
∑

k

∑
m

γ∗
km ln pk ln pm

)

物価方程式の階差は複雑となるので、いづちぴはの ちのつ きふづぬぬぢちふづひ 〨〱〹〸〰〩による単純化を
仮定すると、

lnPt =
∑

k

ωk ln pkt

となる。ωkがサンプル期間において一定と仮定すると、推計式は、

∆ωit =
∑

k

γki∆ ln pkt + βi (∆ ln yt − ∆ lnPt) + ∆uit

=
∑

k

γki∆ ln pkt + βi

(
∆ ln yt −

∑
k

wk∆ ln pkt

)
+ ∆uit

となり、パラメター制約を加えても線形回帰で推計可能である。時間階差をとることがで

きれば、必要な情報は水準ではなく変化率となるので、価格データ収集において非常に大

きなアドバンテージとなる。多くの場合、価格データは水準ではなく、前期からの変化率

で与えられている。また、前述のような、価格の計測単位への依存、という問題もなくな

る。なお、パネルデータが存在する場合、あちのにび づぴ ちぬ〮 〨〱〹〹〷〩のように、様々なバイアス
を除去するためにぇききを行うことも可能である。

ぁぉいこモデルをパネル、あるいは時系列データで分析することで、物価水準の情報が不
要になり、物価変化率のデータを用いることができるのは大きなメリットである〨物価指
数の定義を簡素化する必要があるが〩。しかし、ぁぉいこの大きな利点である、人々の選好関
係、あるいは支出関数から出発する、というメリットが小さくなってしまう点には注意が

必要である。ぁぉいこの基になる支出関数は静学モデルであり、そこには将来や過去の消費
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は考慮されていない。もしも支出される財の一部が耐久消費財、あるいは保存可能である

なら、現在の支出は将来の価格や過去の購入行動に依存してくる。また、旅行や美容院、

医療・健康関連の支出、さらには高級外食などは、たとえ保存は不可能なサービスであっ

ても、過去や将来の予定から現在の支出が独立であるとは考えにくい。ぁぉいこを本格的に
動学を導入するためには、時点間分離可能性の仮定を廃する必要があるが、それは非常に

複雑なってしまう。どれだけの消費財が時点間分離可能という仮定を満たすのか、をまず

推計する必要があるが、多くの財は時点間で分離可能になっていないことを示唆する研究

は多い。これは第四回の講義ノート〨習慣形成仮説と家計内在庫モデル、で触れる予定で
ある。

9 経済厚生の計測

時系列、あるいはパネルデータがあり、そのサンプル期間中に税制変化や大きな相対

価格の変化が生じたとしよう。そのような変化が経済厚生にどのような影響を与えたか

をぁぉいこでは計測可能である。異なる二つの価格ベクトルの経済厚生の違いは、両者の効
用水準を一定に保つ場合の最小支出水準の違い、すなわちぃはびぴ はて がどぶどので ぉのつづへにより計
測可能である。具体的には、

COLI = lnE (u0, p1) − lnE (u0, p0)

=
∑

αk∆ ln pk + ∆
2
∑

k

∑
m

γ∗
km ln pk ln pm + u0β0∆

∏
k

pβk

k

を計算すればよい。固定する効用水準を〰期とするか〱期とするかで値は若干異なる。
なお、ミクロ理論によく出てくる補償変分ぃざと等価ぅざは

CV = lnE (u1, p1) − lnE (u0, p1)

EV = lnE (u1, p0) − lnE (u0, p0)

であり、生計費指数とよく似ているが異なる概念であることに注意されたい。

効用の水準そのものは

u0 = lnE (u, p) − lnP
β0
∏

k

pβk

k

= ln y0 − lnP
ln b (p) − ln a (p) .
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で求めることができる。この厚生評価の利点の一つは、家計属性、具体的には所得水準に

より、家計間で厚生がどう変化したかを分析可能なことである。例えば、食料品の相対価

格が急激に変化したとき、家計の需要関数の構造を考慮しながら、その変化が異なる家計

にどのように帰着したのか、金銭によりその大きさを表現できるのである。

10 家計属性を取り込んだAIDS
これまでのぁぉいこでは、すべての家計が同一の選好を持つものとして、支出関数を

ln c(u, p) = (1 − u) ln a(p) + u ln b(p)

と書いてきた。しかし実際には、家族人数、子どもの有無、世帯主年齢、就業状態などの

家計属性により、同じ価格と同じ総支出のもとでも需要構成は体系的に異なる。こうした

異質性を需要体系に取り込むため、ぁぉいこではしばしば家計属性ベクトル z を支出関数に

組み込む拡張が用いられる。

最も単純な方法は、支出関数の ln a(p) の部分に家計属性による定数シフトを導入する
ことである。すなわち、

ln c(u, p, z) = (1 − u) ln a(p, z) + u ln b(p)

とし、

ln a(p, z) = α0 +
n∑

k=1
αk ln pk + 1

2

n∑
k=1

n∑
m=1

γkm ln pk ln pm +
R∑

r=1
δrzr

と書く。このとき、ln a(p, z) を価格で微分しても δrzr の項は消えるため、支出シェア方

程式には直接現れない。したがって、属性変数が効用水準の原点や基準的な厚生水準のみ

を動かす場合には、需要システムには影響しない。これは、家計属性を導入するには、単

なる定数シフトだけでは不十分であることを意味する。

そこで実証研究では、家計属性が価格体系との相互作用を通じて需要構成を変えるよう

に、ln a(p, z) に価格と属性の交差項を導入することが多い。たとえば、

ln a(p, z) = α0 +
n∑

k=1
αk ln pk + 1

2

n∑
k=1

n∑
m=1

γkm ln pk ln pm +
R∑

r=1
δrzr +

n∑
k=1

R∑
r=1

ρkrzr ln pk
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とする。このとき、シェファードの補題より、第i 財の支出シェアは

wi = ∂ ln c(u, p, z)
∂ ln pi

= (1 − u)∂ ln a(p, z)
∂ ln pi

+ u
∂ ln b(p)
∂ ln pi

.

ぁぉいこの場合と同様の整理を行うと、

wi = αi +
n∑

j=1
γij ln pj +

R∑
r=1

ρirzr + βi ln
(

x

P (p, z)

)
という形のシェア方程式が得られる。ただし、x は総支出、P (p, z) は属性変数を含む価
格指数である。ここで

αi(z) := αi +
R∑

r=1
ρirzr

と書けば、

wi = αi(z) +
n∑

j=1
γij ln pj + βi ln

(
x

P (p, z)

)
となる。すなわち、家計属性の効果は、シェア方程式においては主として定数項の一部を

家計ごとに変化させる形で現れる。これがいわゆる つづねはでひちばとどっ ぴひちのびぬちぴどので の基本的
な考え方である。

より一般には、ln b(p) の側にも属性効果を入れて

ln b(p, z) = ln a(p, z) + β0

n∏
k=1

pβk

k

あるいは

ln b(p, z) − ln a(p, z) = β0(z)
n∏

k=1
pβk

k

のように書くことも可能であるが、講義ノートではまず、属性変数が主として ln a(p, z)
を通じて基礎的な需要構成に影響する場合を考えれば十分であろう。

家計属性を含む場合に重要なのは、需要方程式の推定と厚生評価とで、属性変数の扱い

が異なることである。需要方程式の推定においては、上のように
∑

r ρirzr がシェア方程

式の定数項の一部として現れるため、各財の需要構成に対する家計属性の影響を比較的容

易に推定できる。しかし、補償変分や等価変分、生計費指数といった厚生指標を計算する
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際には、推定された属性効果をシェア方程式だけで処理してはならず、必ず元の支出関数

の中に戻さなければならない。

実際、属性変数を含む支出関数

c(u, p, z)

が得られていれば、基準状態 (p0, z0, x0) と比較状態 (p1, z1, x1) の間の補償変分や等価
変分は、通常と同様に支出関数を用いて定義される。たとえば、基準状態の効用水準を

u0 = v(p0, x0, z0)

とすると、比較状態への価格変化に対する補償変分は

CV = c(u0, p1, z1) − c(u0, p0, z0)

で与えられる。ここで、もし家計属性が変化しないなら z1 = z0 と置けばよいが、家族

人数の増加や子どもの誕生のように家計属性そのものが変化する場合には、その変化も支

出関数の中で評価しなければならない。したがって、家計属性を含むぁぉいこでは、シェア
方程式において属性変数を単なる追加説明変数として扱うだけでは不十分であり、厚生分

析の際には、それがどのような支出関数を背後に持つのかを明示しておく必要がある。

この点は、ぁぉいこやけさぁぉいこに家計属性を導入する際の重要な利点でもある。すなわ
ち、属性変数を理論的に整合的な形で支出関数に組み込んでおけば、需要方程式の推定だ

けでなく、異なる家計属性を持つ世帯間の厚生比較や等価尺度の計算にも同一の枠組みで

対応できるのである。

11 QUAIDS
ごひちのびぬはで型の支出関数はうぬづへどぢぬづ関数であり、なだらかな「任意」の支出関数の近似と
なる。これは確かに魅力的な特徴であるが、あくまで近似、それもある一点における近

似にすぎないため、近似点から大きく乖離すると、精度が低くなってしまう。例えば、

ぁぉいこにおける支出シェアの〨実質〩所得弾力性は一定であるが、低所得者と超高所得者の
弾力性が同じであると仮定することは非現実的である。多様な家計がデータに含まれてい

る場合、需要システムの局所的な近似ではなく、大域的な近似が必要な場合が出てくる。

ホモセティック選好に対応するコブ・ダグラス型やぃぅこ型は、非常に制約が強いが、大域
的に成立するものであった。ぁぉいこはあくまで局所的な成立するものにすぎず、大域的に
は原則成立しないものである。あちのにび づぴ ちぬ〮 〨〱〹〹〷〩は、イギリスの家計調査を用い、食料
を対象とする場合はシェアの所得弾力性は所得水準によらず一定であるが、酒や衣類のシ
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ェアは山形になる、すなわち、中所得者のシェアが高額所得者や低額所得者よりも高くな

っていることを指摘した。ぁぉいこではこのシェアと所得の関係を描写できない。そこで、
彼らは、ぁぉいこを拡張し、下記のように、ぁぉいこの間接効用と新たな価格関数λ (p)の調和
平均として新たな間接効用関数を仮定した。

lnV (p, y) =
[(

ln y − ln a (p)
ln b (p) − ln a (p)

)−1
+ λ (p)

]−1

整理すると、

1
lnV (p, y) − λ (p) =

(
ln y − ln a (p)

ln b (p) − ln a (p)

)−1

= 1 − lnV (p, y)λ (p)
lnV (p, y)

ln y − ln a (p)
ln b (p) − ln a (p) = lnV (p, y)

1 − lnV (p, y)λ (p)

ln y = lnV (p, y) (ln b (p) − ln a (p))
1 − lnV (p, y)λ (p) + ln a (p)

lnE (u, p) = u (ln b (p) − ln a (p))
1 − uλ (p) + ln a (p)

= u (ln b (p) − ln a (p)) + ln a (p) − uλ (p) ln a (p)
1 − uλ (p)

= u ln b (p) + (1 − u) ln a (p) − uλ (p) ln a (p)
1 − uλ (p)

したがって、けさぁぉいこの支出関数は

lnE (u, p) = u ln b (p) + (1 − u) ln a (p) − uλ (p) ln a (p)
1 − uλ (p)

=
uβ0

∏
k

pβk

k + a0 +
∑
αk ln pk + 1

2
∑

k

∑
m γ∗

km ln pk ln pm − uλ (p) ln a (p)

1 − uλ (p)

無論、λ (p) = 0であれば、この支出関数はぁぉいこと一致する。uλ (p)が分母にも来てい
ることから、対数微分により得られる支出シェアには二次項が生じる。導出はあちのにび づぴ
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ちぬ〮 〨〱〹〹〷〩を参照してもらいたいが、この対数微分により、下記のけさぁぉいこを導出可能で
ある。ただし、λ (p)は対数価格の線形関数と仮定している。すなわち、

ωi = αi +
∑

k

γki ln pk + βi

(
ln y

P

)
+ λi

ln b (p) − ln a (p)

(
ln y

a (p)

)2

λ (p) =
∑

i

λi ln pi,
∑

i

λi = 0

ぁぉいこと比較すると、対数実質所得の二次の項が生じていることがわかる。その分、パ
ラメターλiが増えている。このけさぁぉいこも便利なこごぁごぁ っはつづが利用可能であり、簡単
に推計可能である。なお、ぁぉいこ同様にけさぁぉいこはα0の識別ができず、外生的に値を入

れねばならない。けさぁぉいこを用いた分析にはそれこそ無数に存在するが、あちのにび づぴ ちぬ
〨〱〹〹〷〩は経済厚生評価も含めた非常にわかりやすい論文であり、熟読を勧める。

12 Exact Affine Stone Index (EASI) 需要体系
ぁぉいこ では、支出シェア方程式は実質支出

y := ln
( x
P

)
に関して線形であり、

wi = αi +
∑

k

γik ln pk + βiy

と書かれる。これに対し、あちのにび づぴ ちぬ〮 〨〱〹〹〷〩 による けさぁぉいこ では、実質支出の二次
項を導入することで ぅのでづぬ 曲線の柔軟性を高め、

wi = αi +
∑

k

γik ln pk + βiy + λiy
2

のような形を許容する。しかし、けさぁぉいこ においても所得効果の形状はなお二次関数に
制約されており、十分に柔軟とは言えない場合がある。

この点をさらに一般化したのが、がづぷぢづぬ ちのつ ぐづのつちにふひ 〨〲〰〰〹〩 による ぅへちっぴ ぁ〞のづ
こぴはのづ ぉのつづへ 〨ぅぁこぉ〩 需要体系である。 がづぷぢづぬ ちのつ ぐづのつちにふひ 〨〲〰〰〹〩 の出発点は、通常
の きちひびとちぬぬどちの 需要を間接効用から っぬはびづつ てはひね で導出する代わりに、観察可能な変数
から構成される implicit utility を用いる点にある。すなわち、対数支出関数

x = C(p, u, z, ε)
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を考え、通常のように間接効用

u = V (p, x, z, ε)

を明示的に求めるのではなく、支出シェア w、価格 p、名目支出 x、属性 z の関数として

y = g(w, p, x, z)

を構成し、これを えどっにびどちの 需要に代入することにより implicit Marshallian demand を
定義する。この y は効用の一つの っちひつどのちぬどぺちぴどはの に対応し、多くの場合、対数実質支出
として解釈できる。

がづぷぢづぬ ちのつ ぐづのつちにふひ 〨〲〰〰〹〩 は、まず単純な例として

C(p, u, z, ε) = u+ p′m(u, z) + p′ε

という対数支出関数を考える。ここで m(u, z) は J 次元ベクトル値関数であり、

ι′m(u, z) = 1

を満たすとする。シェファードの補題より えどっにびどちの 支出シェアは

w = m(u, z) + ε

となるので、これを支出関数に代入すると

x = u+ p′w

を得る。したがって、

u = x− p′w

であり、

y := x− p′w

とおけば、これは名目支出を こぴはのづ の対数価格指数 p′w で つづ〝ちぴづ した対数実質支出そ
のものになる。 ぁぉいこ では こぴはのづ どのつづへ は通常、非線形価格指数の近似として導入され
るが、この場合には こぴはのづ どのつづへ が実質支出を与える exact な つづ〝ちぴはひ になっている。
さらに がづぷぢづぬ ちのつ ぐづのつちにふひ 〨〲〰〰〹〩 は、より一般に

C(p, u, z, ε) = u+ p′m(u, z) + T (p, z) + S(p, z)u+ p′ε

というクラスを考える。このとき どねばぬどっどぴ ふぴどぬどぴべ は

y = x− p′w − T (p, z) + p′∇pT (p, z)
1 + S(p, z) − p′∇pS(p, z)

〵〵



で与えられ、これは

x− p′w

すなわち こぴはのづ どのつづへ で つづ〝ちぴづ した名目支出のアフィン変換になっている。この意味で
ぅぁこぉ とは、こぴはのづ どのつづへ を近似値としてではなく、効用の基準化と整合的な実質支出指
標の一部として用いる体系である。

ぅぁこぉ の大きな利点は、所得効果を極めて柔軟に表現できる点にある。 がづぷぢづぬ ちのつ
ぐづのつちにふひ 〨〲〰〰〹〩 の基本仕様では、各財の支出シェアは

wj =
R∑

r=0
brjy

r +
L∑

ℓ=1
Cℓjzℓ +

L∑
ℓ=1

Dℓjzℓy +
L∑

ℓ=0

J∑
k=1

Aℓkjzℓpk +
J∑

k=1
Bkjpky + εj

のように書かれる。したがって、ぁぉいこ の一次、けさぁぉいこ の二次にとどまらず、 y の高

次多項式や びばぬどのづ を導入することで、財ごとにきわめて柔軟な ぅのでづぬ 曲線を許容するこ
とができる。 ぁぉいこ では ぅのでづぬ 曲線は実質支出に関して線形であり ひちのに 〲 に制約され、
けさぁぉいこ では二次となり ひちのに 〳 まで拡張されるが、 ぅぁこぉ ではこれよりもはるかに一
般的な所得効果を表現できる。この柔軟性の意義は ぐづのつちにふひ 〨〲〰〰〹〩 によりあらためて
整理されており、ぅぁこぉ が づへちっぴ ねはつづぬ と ちばばひはへどねちぴづ ねはつづぬ の双方をもちつつ、高次
の ぅのでづぬ 曲線や選好異質性を ぴひちっぴちぢぬづ に扱う枠組みとして理解できることが示されてい
る。さらに、その後の研究では ぅぁこぉ の考え方を拡張した ぇづのづひちぬどぺづつ ぅぁこぉ 〨ぇぅぁこぉ〩
も提案され、 あちにとぴちぶはひべちの ちのつ えはぶとちののどびべちの 〨〲〰〲〲〩 や えはぶとちののどびべちの づぴ ちぬ〮 〨〲〰〲〳〩
は ばひづっはねねどぴぴづつ っはのびふねばぴどはの を含むより一般的な需要構造の分析にこの系統のモデル
を用いている。

また、ぅぁこぉ は支出関数に基づく体系であるため、推定されたパラメターのもとで補
償需要や厚生指標を計算できる。したがって、ぁぉいこ と同様に、補償変分 〨ぃざ〩 や等
価変分 〨ぅざ〩 を理論的には計算可能である。この点で ぅぁこぉ は、柔軟な ぅのでづぬ 曲線を
許容しながら、依然として厚生分析と結びついた需要体系である。実際、ぎはひひどび ちのつ
ぐづのつちにふひ 〨〲〰〱〳〩 は帰属家賃を含む消費貧困の測定に ぅぁこぉ を応用し、 えはぶとちののどびべちの
ちのつ ことちのはべちの 〨〲〰〲〰〩 は中国都市部における食料価格上昇の厚生効果を ぅぁこぉ 系の需要
体系を用いて分析している。また、ぃとちにひちぢちひぴべ づぴ ちぬ〮 〨〲〰〱〵〩 は ぅぁこぉ に基づく づへちっぴ
ばひどっづ どのつづへ を用いて空間価格と不平等の関係を検討しており、 ぅぁこぉ が単なる需要推計
の手段ではなく、厚生分析や価格指数の構築にも応用可能であることを示している。

もっとも、ぅぁこぉ にも重要な留意点がある。まず、ぅぁこぉ では ぁぉいこ や けさぁぉいこ のよ
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うに非線形価格指数

lnP = α0 +
∑

k

αk ln pk + 1
2
∑

k

∑
m

γkm ln pk ln pm

の定数項 α0 を明示的に選ぶ問題は現れない。 ぁぉいこ や けさぁぉいこ では、この α0 が需

要システムからは十分に識別されず、実質支出や厚生水準がその選択に依存しうる。これ

に対し ぅぁこぉ では、実質支出に対応する指標 y を どねばぬどっどぴ ふぴどぬどぴべ として直接構成するた
め、 α0 を外から選んで実質支出を定義する必要はない。

しかし、これは基準化の問題そのものが消滅したことを意味しない。むしろ ぅぁこぉ
では、効用の っちひつどのちぬどぺちぴどはの を一つに固定することにより、基準化の問題を別の形に
埋め込んでいると理解すべきである。実際、がづぷぢづぬ ちのつ ぐづのつちにふひ 〨〲〰〰〹〩 は はのぬどのづ
ちばばづのつどへ の 【ぃぬはびふひづ ふのつづひ さのどぴ こっちぬどので】 において、本論文で提案する ばちひちねづぴひどっ
ぅぁこぉ ねはつづぬび が ふのどぴ びっちぬどので に対して厳密には っぬはびづつ ではないことを認めている。し
たがって、価格の計測単位変更は理論的に無害な表示変更ではなく、需要体系の表現や弾

力性、厚生比較に影響しうる操作である。

この点からみると、実証で基準時の価格ベクトルを

p = 0

すなわち各価格が 〱 となるように正規化することも、単なる便宜的な記法ではない。そ
の点では

y = x

となるため、実質支出の尺度はこの基準時の価格体系に依存して固定されている。したが

って、ぅぁこぉ は α0 という形で基準化の恣意性を露出させない代わりに、基準時価格をす

べて 〱 にするという別の基準化の中にその問題を埋め込んでいるのである。換言すれば、
ぁぉいこ や けさぁぉいこ では基準化の恣意性が α0 の選択として現れるのに対し、 ぅぁこぉ では
それが「どの価格ベクトルを基準として各財価格を 〱 にするか」という形で現れている。
したがって、ぅぁこぉ は α0 問題を解決したというよりも、基準化の問題を別の形で抱え込

んでいると理解するほうが適切である。この意味で、ぅぁこぉ の α0 非依存性は確かに魅力

的であるが、それは基準化の自由度が不要になったことを意味しない。

さらに、ぅぁこぉ では づへちっぴ ねはつづぬ において

y = x− p′w − T (p, z) + p′∇pT (p, z)
1 + S(p, z) − p′∇pS(p, z)
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のような非線形な実質支出指標を用いるため、 ぁぉいこの線形近似モデルよりも推計と厚生
計算の実装が複雑になる。 がづぷぢづぬ ちのつ ぐづのつちにふひ 〨〲〰〰〹〩 は、 づへちっぴ ねはつづぬ を のはのぬどのづちひ
〳こがこ や ぇきき で推計し、一方で近似モデルとして

y ≈ x− p′w

を用いれば線形回帰でも推計できることを示している。その後、げちねロひづぺ〭えちびびちの 〨〲〰〲〱〩
は ぅぁこぉ のベイズ推定を提示し、 がづぷぢづぬ ちのつ ぐづのつちにふひ 〨〲〰〰〹〩 の結果の再現とあわせ
て、推計法の選択が実証的にどのような含意をもつかを検討している。したがって、理論

的には ぃざ や ぅざ の計算は可能であるものの、実務上は どねばぬどっどぴ ふぴどぬどぴべ y の構成や非線
形推計に数値計算を要するため、 ぁぉいこ や けさぁぉいこ に比べて厚生分析の実装は容易で
はない。

以上のように、ぅぁこぉ は ぁぉいこ や けさぁぉいこ では十分に表現できない柔軟な所得効果を
許容し、 こぴはのづ どのつづへ を実質支出の づへちっぴ な つづ〝ちぴはひ として位置づけ、 α0 の明示的選

択を不要にするという重要な利点をもつ。さらにその後の研究では、厚生分析への応用、

空間価格指数の構築、ぇぅぁこぉ への拡張、さらにはベイズ推定など、理論・実証の両面で
展開が進んできた。しかしその一方で、基準化の問題を別の形で埋め込んでおり、しかも

体系自体は っはねねづのびふひちぢぬづ ではないため、基準時価格をすべて 〱 にするという正規化
を理論的に無害な操作として扱うことはできない。したがって、ぅぁこぉ は非常に魅力的で
強力な需要体系ではあるが、基準化と計測単位の問題が解決済みであると考えるべきでは

ない。

13 まとめ:マーシャルの需要関数と補償需要
ぁぉいこの需要関数をもう一度見てみよう。支出関数の形状を具体的に仮定し、

lnE (u, p) = ln a (p) + u (ln b (p) − ln a (p))

= α0 +
∑

αk ln pk + 1
2
∑

k

∑
m

γ∗
km ln pk ln pm + uβ0

∏
k

pβk

k
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そこに、シェファード・マッケンジーの補題を用い、補償需要〨正確には対数線形微
分〩を得ている。

ωi = ∂ lnE (u, p)
∂ ln pj

= αi +
∑

k

γki ln pk + βkuβ0
∏

k

pβk

k

= αi +
∑

k

γki ln pk + βi

(
ln y

P

)
γki = 1

2 (γ∗
ki + γ∗

ik)

我々が市場やサーベイで観察可能なのは、所与の所得と価格の下での購買行動であり、

マーシャルの需要関数に基づくものである。支出関数から導出される補償需要はマー

シャルの需要ではないが、物価水準を用いることで、実質所得が、補償需要関数におい

て効用水準が果たすのと同様の役割を果たしている。物価水準に対して強い意味合いを

持たせるのがぁぉいこの重要な特徴になっている。一般に、関数形に強い仮定をおかずに、
補償需要関数を推定することはできない。ぁぉいこもまた、関数形に仮定を置いているが、
ぁぉいこはうぬづへどぢぬづな関数であり、任意の二回連続微分可能な関数の局所的な二次階の近似
になっている。その点において、局所的には、ぁぉいこは非常に一般的な形状ということが
できる。そして、ぁぉいこを用いることでマーシャルの需要関数から補償需要に変換するこ
とが可能になり、間接効用と支出関数を求めることができる。そのため、ぁぉいこから生計
費指数を求めることが可能になっている。あぬふのつづぬぬ ちのつ げはぢどの 〨〱〹〹〹〩によるぉががぅを用い
ると、消費の構造モデルを線形システムのどぴづひちぴどはので容易に推計することが可能である。
もっとも、ぁぉいこやけさぁぉいこが需要体系の終点というわけではない。その後の理論的発
展として、がづぷぢづぬ ちのつ ぐづのつちにふひ 〨〲〰〰〹〩 は どねばぬどっどぴ きちひびとちぬぬどちの つづねちのつ の考え方に基
づき、こぴはのづ どのつづへ を単なる近似ではなく実質支出を与える づへちっぴ ち〞のづ こぴはのづ どのつづへ と
して用いる ぅぁこぉ 需要体系を提案した。ぅぁこぉ では、ぁぉいこの一次、けさぁぉいこの二次にと
どまらず、実質支出に関する高次多項式や びばぬどのづ を通じて、はるかに柔軟な ぅのでづぬ 曲線
と高 ひちのに の需要体系を許容できる。さらに ぐづのつちにふひ 〨〲〰〰〹〩 は、この枠組みを ぁぉいこ
に近い形で理解できるよう整理し、づへちっぴ ねはつづぬ と ちばばひはへどねちぴづ ねはつづぬ の関係、選好
異質性の導入、推計上の実用性を明確にしている。近年では、げちねロひづぺ〭えちびびちの 〨〲〰〲〱〩
が ぅぁこぉ のベイズ推定を提示し、非線形性や内生性、単調性・凹性などの理論制約を取
り込みながら推定を行う枠組みを与えている。また、あちにとぴちぶはひべちの ちのつ えはぶとちののどびべちの
〨〲〰〲〲〩 や えはぶとちののどびべちの づぴ ちぬ〮 〨〲〰〲〳〩 は、ぅぁこぉ をさらに一般化した ぇづのづひちぬどぺづつ ぅぁこぉ
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〨ぇぅぁこぉ〩 系のモデルを用い、ばひづっはねねどぴぴづつ っはのびふねばぴどはの を含むより柔軟な需要構造の
分析を行っている。したがって、需要体系の理論は ぁぉいこ や けさぁぉいこ にとどまらず、近
年においても、より柔軟な所得効果、選好異質性、厚生分析、さらには理論制約を伴う推

計法の発展という方向で着実に拡張されている。

残念ながら日本におけるぁぉいこ推計は、農業経済学の一部ではよく行われているもの
の、広く行われているとはいい難い。カテゴリー単位での需要の価格弾力性や所得弾力性

は財政学や産業組織論、さらにはマクロ経済学において非常に多くの経済学的含意があ

り、その推計が広く行われていくことを願っている。

参考文献

Abe, Naohito and Hideyasu Sato〬 【ごとづ さのどつづのぴど〜づつ ぐちひちねづぴづひ ぴとちぴ きちぴぴづひび〺
ぉつづのぴど〜っちぴどはの ちのつ ぃちぬどぢひちぴどはの はて α〰 どの ぴとづ ぁぬねはびぴ ぉつづちぬ いづねちのつ こべびぴづね〬】 〲〰〲〶〮
ぐひづびづのぴづつ ちぴ 〲〰〲〶 ぴとづ おちばちのづびづ ぁでひどっふぬぴふひちぬ ぅっはのはねどっび きづづぴどので ちぴ ごはぴぴはひど〮

Bakhtavoryan, Rafael and Vardges Hovhannisyan〬 【けふちのぴどてべどので ぴとづ こぴひふっぴふひづ
はて げづびどつづのぴどちぬ しちぴづひ いづねちのつ どの ぴとづ さのどぴづつ こぴちぴづび〺 ぁ ぇづのづひちぬどぺづつ ぅへちっぴ ぁ〞のづ
こぴはのづ ぉのつづへ いづねちのつ うひちねづぷはひに〬】 Agricultural and Resource Economics Review〬
〲〰〲〲〬 51 〨〱〩〬 〶〸〕〸〵〮

Banks, James, Richard Blundell, and Arthur Lewbel〬 【けふちつひちぴどっ ぅのでづぬ
ぃふひぶづび ちのつ ぃはのびふねづひ いづねちのつ〬】 Review of Economics and Statistics〬 〱〹〹〷〬 79
〨〴〩〬 〵〲〷〕〵〳〹〮

Blundell, Richard〬 【ぃはのびふねづひ いづねちのつ ちのつ ぉのぴづひぴづねばはひちぬ ぁぬぬはっちぴどはのび〺 ぅのでづぬ〬
こぬふぴびにべ〬 ちのつ うひどびっと〬】 どの こぴづどのちひ こぴひヸね〬 づつ〮〬 Econometrics and Economic Theory in
the 20th Century: The Ragnar Frisch Centennial Symposium〬 ぃちねぢひどつでづ〺 ぃちね〭
ぢひどつでづ さのどぶづひびどぴべ ぐひづびび〬 〱〹〹〸〮
and Jean-Marc Robin〬 【ぅびぴどねちぴどはの どの ぬちひでづ ちのつ つどびちででひづでちぴづつ つづねちのつ びべびぴづねび〺

ちの づびぴどねちぴはひ てはひ っはのつどぴどはのちぬぬべ ぬどのづちひ びべびぴづねび〬】 Journal of Applied Econometrics〬
〱〹〹〹〬 14 〨〳〩〬 〲〰〹〕〲〳〲〮

Chakrabarty, Manisha, Amita Majumder, and Ranjan Ray〬 【ぐひづてづひづのっづび〬
こばちぴどちぬ ぐひどっづび ちのつ ぉのづぱふちぬどぴべ〬 】 The Journal of Development Studies〬 〲〰〱〵〬 51 〨〱〱〩〬
〱〴〸〸〕〱〵〰〱〮

Christensen, Laurits R., Dale W. Jorgenson, and Lawrence J. Lau〬 【ぃはの〭
なふでちぴづ いふちぬどぴべ ちのつ ぴとづ ごひちのびっづのつづのぴちぬ がはでちひどぴとねどっ ぐひはつふっぴどはの うふのっぴどはの〬】 Econo-

〶〰



metrica〬 〱〹〷〱〬 39 〨〴〩〬 〲〵〵〕〲〵〶〮
Comin, Diego, Danial Lashkari, and Mart. Mestieri〬 【こぴひふっぴふひちぬ ぃとちのでづ しどぴと

がはので〭げふの ぉのっはねづ ちのつ ぐひどっづ ぅ〛づっぴび〬】 Econometrica〬 〲〰〲〱〬 89 〨〱〩〬 〳〱〱〕〳〷〴〮
Deaton, Angus and John Muellbauer〬 【ぁの ぁぬねはびぴ ぉつづちぬ いづねちのつ こべびぴづね〬】

American Economic Review〬 〱〹〸〰〬 70 〨〳〩〬 〳〱〲〕〳〲〶〮
Diewert, W. Erwin〬 【ぁの ぁばばぬどっちぴどはの はて ぴとづ ことづばとちひつ いふちぬどぴべ ごとづはひづね〺 ぁ ぇづのづひ〭

ちぬどぺづつ がづはのぴどづて ぐひはつふっぴどはの うふのっぴどはの〬】 Journal of Political Economy〬 〱〹〷〱〬 79 〨〳〩〬
〴〸〱〕〵〰〷〮

Gorman, William Moore〬 【ぃはねねふのどぴべ ぐひづてづひづのっづ うどづぬつび〬】 Econometrica〬 〱〹〵〳〬
21 〨〱〩〬 〶〳〕〸〰〮

Gould, Brian W., Yoonjung Lee, Diansheng Dong, and Hector J. Villar-
real〬 【えはふびづとはぬつ こどぺづ ちのつ ぃはねばはびどぴどはの ぉねばちっぴび はの きづちぴ いづねちのつ どの きづへどっは〺 ぁ
ぃづのびはひづつ いづねちのつ こべびぴづね ぁばばひはちっと〬】 どの 【〲〰〰〲 ぁののふちぬ きづづぴどので〬 ぁねづひどっちの ぁでひど〭
っふぬぴふひちぬ ぅっはのはねどっび ぁびびはっどちぴどはの 〨ぁぁぅぁ〩〬 こづぬづっぴづつ ぐちばづひ】 がはので あづちっと〬 ぃぁ きちべ
〲〰〰〲〮 ぃはのてづひづのっづ ばちばづひ 〨ぁでぅっはの こづちひっと〩〮

Hovhannisyan, Vardges and Aleksan Shanoyan〬 【ぁの ぅねばどひどっちぬ ぁのちぬべびどび はて ぴとづ
しづぬてちひづ ぃはのびづぱふづのっづび はて げどびどので うははつ ぐひどっづび どの さひぢちの ぃとどのち〺 ごとづ ぅちびど ぁばばひはちっと〬】
Applied Economic Perspectives and Policy〬 〲〰〲〰〬 42 〨〴〩〬 〷〹〶〕〸〱〴〮
, Christopher T. Bastian, and Oral Capps〬 【ぎづぷ ぉのびどでとぴび どのぴは ぴとづ こぴひふっぴふひづ はて
ぃはのびふねづひ ぐひづてづひづのっづび てはひ ぎちぴふひちぬ ちのつ ぁひぴど〜っどちぬ こぷづづぴづのづひび どの ぴとづ さのどぴづつ こぴちぴづび〬】
American Journal of Agricultural Economics〬 〲〰〲〳〬 105 〨〵〩〬 〱〴〹〱〕〱〵〱〵〮

Karagiannis, Giannis, Stelios Katranidis, and K. Velentzas〬 【ぁの ぅひひはひ ぃはひ〭
ひづっぴどはの ぁぬねはびぴ ぉつづちぬ いづねちのつ こべびぴづね てはひ きづちぴ どの ぇひづづっづ〬】 Agricultural Economics〬
〲〰〰〰〬 22 〨〱〩〬 〲〹〕〳〵〮

Lecocq, Sébastien and Jean-Marc Robin〬 【ぅびぴどねちぴどので ぁぬねはびぴ〭ぉつづちぬ いづねちのつ
こべびぴづねび ぷどぴと ぅのつはでづのはふび げづでひづびびはひび〬】 Stata Journal〬 〲〰〱〵〬 15 〨〲〩〬 〵〵〴〕〵〷〳〮

Lee, Lung-Fei and Mark M. Pitt〬 【きどっひはづっはのはねづぴひどっ いづねちのつ こべびぴづねび ぷどぴと あどのつ〭
どので ぎはののづでちぴどぶどぴべ ぃはのびぴひちどのぴび〺 ごとづ いふちぬ ぁばばひはちっと〬】 Econometrica〬 こづばぴづねぢづひ
〱〹〸〶〬 54 〨〵〩〬 〱〲〳〷〕〱〲〴〲〮

Lewbel, Arthur and Stefan Pendakur〬 【ごひどっにび ぷどぴと えどっにび〺 ごとづ ぅぁこぉ いづねちのつ
こべびぴづね〬】 American Economic Review〬 〲〰〰〹〬 99 〨〳〩〬 〸〲〷〕〶〳〮

Moschini, Giancarlo〬 【さのどぴび はて きづちびふひづねづのぴ ちのつ ぴとづ こぴはのづ ぉのつづへ どの いづねちのつ
こべびぴづね ぅびぴどねちぴどはの〬】 American Journal of Agricultural Economics〬 〱〹〹〵〬 77 〨〱〩〬

〶〱



〶〳〕〶〸〮
Muellbauer, John〬 【ぁででひづでちぴどはの〬 ぉのっはねづ いどびぴひどぢふぴどはの ちのつ ぃはのびふねづひ いづねちのつ〬】

The Review of Economic Studies〬 ぎはのづ 〱〹〷〵〬 42 〨〴〩〬 〵〲〵〕〵〴〳〮
Norris, Sam and Krishna Pendakur〬 【ぉねばふぴどので げづのぴ どの ぃはのびふねばぴどはの きづちびふひづび〬

ぷどぴと ちの ぁばばぬどっちぴどはの ぴは ぃはのびふねばぴどはの ぐはぶづひぴべ どの ぃちのちつち〬 〱〹〹〷〕〲〰〰〹〬】 Canadian
Journal of Economics / Revue canadienne d’Économique〬 〲〰〱〳〬 46 〨〴〩〬 〱〵〳〷〕〱〵〷〰〮

Pendakur, Krishna〬 【ぅぁこぉ きちつづ ぅちびどづひ〬】 どの いちのどづぬ お〮 こぬはぴぴなづ〬 づつ〮〬 Quantifying
Consumer Preferences〬 ざはぬ〮 〲〸〸 はて Contributions to Economic Analysis〬 ぅねづひちぬつ
ぇひはふば ぐふぢぬどびとどので がどねどぴづつ〬 〲〰〰〹〬 ばば〮 〱〷〹〕〲〰〶〮

Poi, Brian P.〬 【ぅちびべ いづねちのつ〭こべびぴづね ぅびぴどねちぴどはの ぷどぴと けさぁぉいこ〬】 The Stata Jour-
nal〬 〲〰〱〲〬 12 〨〳〩〬 〴〳〳〕〴〴〶〮

Ramírez-Hassan, Andrés〬 【あちべづびどちの ぅびぴどねちぴどはの はて ぴとづ ぅへちっぴ ぁ〞のづ こぴはのづ ぉのつづへ
いづねちのつ こべびぴづね〺 げづばぬどっちぴどので ぴとづ がづぷぢづぬ ちのつ ぐづのつちにふひ 〨〲〰〰〹〩 げづびふぬぴび〬】 Journal
of Applied Econometrics〬 〲〰〲〱〬 36 〨〴〩〬 〴〸〴〕〴〹〱〮

Shonkwiler, J. Scott and Steven T. Yen〬 【ごぷは〭こぴづば ぅびぴどねちぴどはの はて ち ぃづのびはひづつ
こべびぴづね はて ぅぱふちぴどはのび〬】 American Journal of Agricultural Economics〬 ぎはぶづねぢづひ
〱〹〹〹〬 81 〨〴〩〬 〹〷〲〕〹〸〲〮

Wales, T.J. and A.D. Woodland〬 【ぅびぴどねちぴどはの はて っはのびふねづひ つづねちのつ びべびぴづねび ぷどぴと
ぢどのつどので のはの〭のづでちぴどぶどぴべ っはのびぴひちどのぴび〬】 Journal of Econometrics〬 〱〹〸〳〬 21 〨〳〩〬 〲〶〳〕
〲〸〵〮

松田, 敏信〬 食料需要システムのモデル分析〬 東京〺 農林統計協会〬 うづぢひふちひべ 〲〰〰〱〮
阿部修人〬 物価指数概論：指数・集計理論への招待〬 東京〺 日本評論社〬 くっぴはぢづひ 〲〰〲〳〮

, 稲倉典子, and 外木暁幸〬 【近年の米価格上昇とその需要システムの分析〬】 ごづっとのどっちぬ
げづばはひぴ いぐ〲〶〭〱〬 一橋大学経済研究所経済社会リスク研究機構 おちのふちひべ 〲〰〲〶〮

〶〲


